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年 号 年 月

・明治11年 2月

・明治27年 5月

・明治44年 3月

・明治45年10月

・大正 4年 7月

・大正 6年 4月

・大正 9年10月

・大正15年 5月

・昭和初年

・昭和 9年 5月

・昭和14年 4月

・昭和16年 5月

・昭和17年

・昭和19年 7月

・昭和22年 7月

・昭和23年 3月

　　　　　(7日)

・昭和23年 8月

・昭和25年 1月

・昭和29年11月

・昭和30年 7月

・昭和31年 4月

・昭和33年10月

・昭和38年 8月

らされた。１０月から翌年２月まで、町々では番人を増やし火災の警戒を特に強めた。

和 歌 山 市 消 防 の 沿 革

年寄以下町人足に紀の川嘉家作り堤及び市内橋々を固めさせる定めがあった。特に火災には周到な注意

を払い、冬期をその危険期として毎年１０月に藩から火の用心に関する触書きが出され町民はこれを守

　紀州和歌山藩時代の消防は、町奉行所の所管であった。水火防備の体制も厳重で、紀の川出水には大

消防組に消防ポンプ自動車と機関員が配置された。　　　　　　　　　　　　　　　　　

　毎年１１月には、役人が町内各戸の「かまど」を検分される例であった。

　出火があれば、本町、岡山の両時鐘堂で、２ツ重、３ツ重、早鐘を撞きわけ火災の遠近、緩急を報じ

た。安政時代、東西町奉行の所管の消防組東西６組が設けられた。

　藩では、大年寄りが助勢人足を指揮し、町奉行方、作事方火消しと協力して消火にあたらせた。

記　　　　　　　　　　事

県知事の所管で県庁、和歌山警察署にそれぞれポンプ組設置、警察官と防火夫で組織　

和歌山市消防組が発足、当時の組織は非常勤制で人数２４２人、腕用ポンプ６台配置

消防組に初めて小型蒸気ポンプが装備された。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

予備消防手２人交代で常勤勤務を開始　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

消防組に常備消防部を設置、屯所を市役所前西側に設ける。　　　　　　　　　　　　　

警防団を消防団に改組する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

寺町、河岸町、京橋、大橋の４か所に分遣所を置く。　　　　　　　　　　　　　　　　

分遣所を廃止。当時、常備消防１３人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

防護団が各地区で結成される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一番丁３番地（元中消防署庁舎位置）に常備消防庁舎和歌山市消防所、望楼を新設（

鉄筋コンクリート２階建て、延べ 360㎡、望楼40ｍ）部員２７人、消防車２台、即応

体制が敷かれ火災専用電話を警察署から移設。なお、当時市内の鉄筋コンクリートの

建物は他に２か所あるだけであった。

消防組と防護団が合併、警防団を結成する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

常備消防所庁舎を増築（木造２階建て約 254㎡）　　　　　　　　　　　　　　　　　　

救急車配置　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

消防所河西出張所を松江に新築　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

防局庁舎の新築工事に着手

消防組織法施行により、消防所（消防団・常備消防部）を廃止し、和歌山市消防本部、

和歌山市消防署、同署河西出張所を設置。消防職員７０人

消防法施行に伴い消防本部に総務、予防、消防の３係を置く。

本部の総務、予防、消防３係を課に昇格するとともに中消防署を併設したほか、小雑

賀に東消防署を新設。消防職員１０５人

中消防署南出張所を和歌浦に新設

南出張所を南消防署に昇格

和歌山市消防本部を和歌山市消防局と改称

市域拡大に対処し、中消防署四箇郷分遣所を加納に、東消防署岡崎分遣所を森小手穂

にそれぞれ新設した。

消防局庁舎増改築のため、広瀬中之丁岡東公園内に仮庁舎を設置、同年９月１０日消
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年 号 年 月

・昭和39年 8月

・昭和40年10月

・昭和40年12月

・昭和41年 1月

・昭和41年 3月

・昭和41年 7月

・昭和42年 8月

・昭和43年 3月

・昭和46年 8月

・昭和47年 4月

・昭和47年 8月

・昭和47年11月

・昭和48年 6月

・昭和48年 7月

・昭和49年 3月

・昭和49年10月

・昭和50年 8月

・昭和50年10月

・昭和51年 4月

週休制度の実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

記　　　　　　　　　　事

消防局庁舎竣工（規模は鉄筋コンクリート３階建て、延べ1,988.86㎡、望楼約40ｍ)

隔勤職員の業務執行体制として、１個分隊（７人編成）単位を主体として活動する分

隊制度を実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

和歌山市消防局消防課を警防課に改称し、同課に指令員制度を新設　　　　　　　　

田辺海上保安部と和歌山市、海南市、有田市及び下津町との消防業務協定を締結する。

工業住宅地域として急速に発展しつつある河西地区の消防力を充実強化するため、狐

島に消防署庁舎（鉄筋コンクリート２階建て、延べ1,145.20㎡、総工費 2,030万円）

の新築工事に着手し、同年１０月完成、同年１１月１日をもって西消防署として発足、

これより中消防署河西出張所を廃止した。

和歌山北部臨海地域（３市１町）における石油企業等の大規模災害に対処するため、

和歌山北部臨海都市広域消防協定を締結する。

和歌山市に隣接する那賀郡６町と和歌山北臨中部広域消防相互応援協定を締結する。

同じく大阪府泉南郡岬町と消防相互応援協定を締結する。

瀬戸内海国立公園の観光地として発展しつつある加太地区の消防力強化のため、西消

防署加太分遣所庁舎（鉄筋コンクリート平屋建て160.21㎡、総工費 590万円）の新築

工事に着手し、同年８月１５日完成、同年９月１日業務を開始する。

東消防署新築移転に伴い消防署管轄区域を改正するとともに、中消防署河北出張所及

和歌山県と大阪府の境界に所在する大阪府下６市２町と和歌山県下２市６町による阪

和林野火災消防相互応援協定を締結する。

和歌山市から火災をなくするため全市あげて「火災をなくす市民運動」を展開する。

住宅地域として著しく発展しつつある河北地区の消防力強化のため、弘西1101番地の

2に中消防署河北出張所（敷地面積1,653.04㎡、鉄筋コンクリート２階建て、延べ661.

44㎡、総工費 3,558万円）の新築工事に着手、昭和４８年６月完成

四箇郷分遣所、岡崎分遣所、加太分遣所を四箇郷出張所、岡崎出張所、加太出張所に

改称する。

市の東部開発に伴う市街地域の拡大に対処するため、鳴神1059番地の6 に東消防署庁

舎（敷地面積2,903.88㎡、鉄筋コンクリート２階建て、延べ774.31㎡、総工費 5,565

万円）の新築工事に着手、昭和４９年４月１日完成、同日開庁

び四箇郷出張所を東消防署河北出張所及び四箇郷出張所とし、旧東消防署を南消防署

宮前出張所に改めた。

近畿自動車道和歌山線の開通に伴い高速道路災害に対処するため、沿線３市が近畿自

動車道和歌山線消防相互応援協定を締結する。

庁舎老朽化に伴い南消防署庁舎（鉄骨２階建て、延べ318.89㎡、総工費 3,193万円)

の改築工事に着手、昭和５１年２月４日完成、同日開庁

那賀郡消防組合消防本部の業務開始に伴い、和歌山北臨中部広域消防相互応援協定を

廃止し、新たに和歌山市、那賀郡消防組合消防相互応援協定を締結する。

都市化が進む昨今、望楼周辺には高層ビルが建築され視界が極度に悪化、市役所新庁

舎屋上に高所カメラを設置し、望楼勤務は４月１７日をもって廃止する。
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年 号 年 月

・昭和52年 4月

・昭和52年11月

・昭和53年10月

・昭和53年11月

・昭和54年 3月

・昭和54年 4月

・昭和54年 4月

・昭和55年 2月

・昭和56年 6月

・昭和57年 4月

・昭和59年 3月

・昭和59年 7月

・昭和59年 9月

・昭和60年 1月

・昭和61年 2月

・昭和61年10月

・昭和62年 4月

・昭和62年 5月

50㎡、総工費 3,972万円）の新築工事に着手、昭和５３年５月１０日完成、同日開庁

記　　　　　　　　　　事

昭和４９年１０月１日付け締結（沿線３市、和歌山市、海南市、泉南市）していた近

畿自動車道和歌山線消防相互応援協定は、阪南町に常備消防が組織されるに伴いこれ

を廃止、和歌山市、海南市、阪南町の２市１町が新たに同協定を締結する。

庁舎老朽化に伴い南消防署宮前出張所庁舎（鉄筋コンクリート２階建て、延べ387. 

石油コンビナート地域防災対策として、和歌山市防災資機材センターを設置、同年２

昭和４７年４月締結した阪和林野火災消防相互応援協定は、大阪府泉南郡岬町の加盟

に伴い廃止し、同時に大阪府下６市２町と本県下２市６町との間で新たに応援協定を

締結した。

近年の救急需要の増大に伴い救急救助体制の適正化及び管理の徹底を図るため警防課

に救急救助係を新設した。

自治体消防発足３０周年を記念して、本市市制施行後における消防殉職者４２柱の功

績をたたえ、防災の祈りをこめて、鳴神1059番地の6 東消防署敷地内に総工費約1,1

00万円をかけ消防顕彰碑を建立した。

和歌山市消防団の配置の適正化を図るため４月１日今福分団を設置した。

庁舎老朽化に伴い東消防署岡崎出張所庁舎（鉄筋コンクリート２階建て、延べ208. 4

1㎡）を新築、４月１７日完成、同日開庁した。

筋コンクリート２階建て、延べ256.29㎡）を新築、昭和５９年７月７日完成、同日開

月６日完成した。

山地開発による住宅地域化の進む楠見、有功地区の消防力強化のため、園部596番地の

163に西消防署鳴滝出張所（敷地面積630.09㎡、鉄筋コンクリート２階建て、延べ250.

00㎡、総工費 4,909万円）の新築工事に着手、昭和５６年１２月２３日開庁

住宅地として急速に発展しつつある河北地区の消防力充実強化を図るため東消防署河

北出張所を消防署に昇格するとともに名称を北消防署とし、同時に管轄区域を改正し、

西消防署鳴滝出張所を北消防署鳴滝出張所に改めた。

指令通信情報連絡を適確かつ迅速に処理し、火災・救急業務を一貫して運用するため、

消防局警防課指令室に全電子型の消防・救急指令台が設置され、運用を開始した。

（総工費 3,000万円）

東部河南方面の消防力充実強化を図るため、吐前568番地に東消防署河南出張所（鉄

４週５休制及び５当務２休制の導入に伴い、各署（中消防署を除く。）２個分隊を１

庁した。

昭和４１年７月締結した和歌山北部臨海都市広域消防協定は、御坊市の加盟に伴い廃

止し、昭和５９年９月新たに応援協定(４市１町)を締結した。

消防活動上必要な情報をマイクロフィルムに入力することにより、瞬時にその情報を

テレビ画面に映し出す地図等検索装置を消防局警防課指令室に設置、昭和６０年１月

１８日運用を開始した。

警防体制の充実を図るため、警防課に消防係を新設した。

庁舎老朽化に伴い東消防署四箇郷出張所庁舎（鉄筋コンクリート２階建て、延べ213

.76㎡、総工費 5,485万円）の改築工事に着手、昭和６２年３月３１日完成

機構改革に伴い、総務課を消防総務課と改称、消防局警防課指令室を昇格させ３課１

室体制とし、係制度を班制度とした。
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年 号 年 月

・昭和63年 4月

・昭和63年 5月

・平成 2年 3月

・平成 3年 2月

・平成 3年 4月

・平成 5年 2月

・平成 5年 4月

・平成 5年 9月

・平成 6年 4月

・平成 6年 5月

・平成 6年 7月

・平成 7年 1月

・平成 7年 9月

・平成 8年 3月

・平成 8年 4月

救急業務の高度化に対処するため警防課に救急班を新設した。

昭和５２年４月１日付けで締結していた近畿自動車道和歌山線消防相互応援協定を廃

止し、和泉市、岸和田市、貝塚市、熊取町、泉佐野市、泉南市、阪南町、那賀郡（組

）、和歌山市及び海南市の相互間において近畿自動車道松原・海南線消防相互応援協

定を締結した。

石油コンビナート地域防災対策の和歌山市防災資機材センターを松江東４丁目に移転

新築（敷地面積435.0㎡、鉄骨平屋建て、延べ120.50㎡）した。

指令室に自動出動指定装置、車両運用管理装置などコンピューター制御による最新の

機能を備えた消防緊急情報システム及び地図検索装置を設置し、平成３年４月１日運

用を開始した。

消防局庁舎の整備充実を図るため、旧市役所別館を改装、消防局を同別館に移転し、

平成５年２月２２日開庁した。

近畿自動車道岸和田インターチェンジから阪南インターチェンジの供用開始に伴い、

記　　　　　　　　　　事

個分隊に改めた。

機構改革に伴い、消防総務課及び警防課をそれぞれ１班消滅させ３班体制とした。

通信情報連絡を適確かつ明瞭に処理するため各消防署間をファクシミリ回線で結び運

用を開始した。

阪神・淡路大震災に伴う応援派遣

派遣先　兵庫県神戸市

派遣期間　１月１７日から１月２２日まで

派遣隊員数　延べ４８隊（指揮隊、消火隊、救助隊、後方支援隊）２０８人

災害概要　平成７年１月１７日５時４６分、淡路島の深さ１６ｋｍを震源としてマグ

４週８休制（日勤者は平成５年１２月、隔日勤務者は平成６年４月）を導入した。

救急業務の高度化に向けて、平成６年３月高規格救急自動車を購入、中消防署に配置

し、救急救命士が乗務し、５月から運用を開始した。

マリーナシティにおいて世界リゾート博覧会の開催に伴い、７～９月の間警備詰所と

して仮設出張所を開設した。

近畿自動車道岸和田インターチェンジから堺インターチェンジの供用開始に伴い、平

成２年３月２９日付けで締結していた近畿自動車道松原・海南線消防相互応援協定を

廃止し、堺市高石市（組）、和泉市、岸和田市、貝塚市、熊取町、泉佐野市、泉南市、

阪南市、那賀郡（組）、和歌山市及び海南市の相互間において近畿自動車道松原すさ

み線消防相互応援協定を締結した。

　　　　ニチュード７．３の地震が発生したもの

消防組織法第２１条の規定に基づき、和歌山県域内において大規模又は特殊な災害が

発生した場合における消防相互応援について、和歌山県下消防広域相互応援協定を締

結した。和歌山県内の市町村及び消防事務に関する一部事務組合が災害による被害を

最小限に防止するため、和歌山県が所有する防災ヘリコプターの応援を求めることに

関し、和歌山県防災ヘリコプター応援協定を締結した。

機構改革に伴い、消防局警防課防災班を防災課に昇格させ、４課１室体制とした。

機構改革に伴い、市総務部市民生活課の防災班を消防局警防課に移管した。
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年 号 年 月

・平成 8年 5月

・平成 9年 4月

・平成10年 4月

・平成10年 6月

・平成12年 4月

・平成13年 3月

・平成13年 4月

・平成13年 4月

・平成13年 8月

・平成14年 4月

・平成15年 3月

・平成15年 4月

・平成16年 4月

・平成16年 6月

・平成17年 3月

・平成17年 4月

・平成19年 4月

・平成20年 3月

・平成20年 4月

・平成21年 4月

た。また、班についても新設及び一部名称を変更した。

記　　　　　　　　　　事

延べ161.43㎡）

自動車電話・携帯電話からの１１９番通報転送装置の運用を開始した。

機構改革に伴い、次長及び課長補佐制度を廃止して、課を一部分割して室に改め消防

総務室、消防人事室、予防室、警防室、救急救助室、指令室、防災室の７室体制とし

大規模災害用備蓄対策事業として芦原備蓄倉庫を雄松町３丁目に新築（鉄骨平屋建て、

消防組織法第２１条の規定に基づき、和歌山市、堺市高石市消防組合、姫路市及び徳

島市の区域において大規模災害が発生した場合に、消防活動資機材及び支援物資等の

調達に関して相互に応援し、災害活動体制の補完を図るため、消防活動資機材及び支

援物資等相互応援協定を締結した。

和歌山市防災行政無線の運用を開始した。

機構改革に伴い、次長及び副課長制度を設置し、消防管理監及び調整室長等の制度を

昭和４２年８月１０日付けで締結していた和歌山市・岬町消防相互応援協定を廃止し

た。

指令室の消防緊急情報システムを発信地表示装置、指令書出力装置、車両位置管理装

置などを新たに備えたシステムに更新するとともに、消防事務をＯＡ化し局及び署所

間のネットワークを開設した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

消防庁舎建設（消防局・中消防署合同庁舎）に伴い、暫定ではあるが、消防庁舎建設

室を新設した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

消防庁舎建設（消防局・中消防署）用地として、八番丁の旧阪和銀行跡地を購入した。

危機管理を強化するため消防管理監制度を創設した。

消防庁舎の老朽化に伴い、八番丁１２番地に消防局及び中消防署庁舎の新築工事に着

手した。

た。４月５日消防局庁舎３階の防災学習センターを開館した。

廃止した。従来の室体制については、室の一部を統合して課に改め、消防総務課、予

防課、警防課、指令課、防災課、消防庁舎建設課の６課体制とした。また、班につい

ても新設、統合及び一部名称を変更した。

機構改革に伴い、防災課が市長部局に移管された。

聴覚及び音声言語機能障害者からのＥメールによる１１９番通報の受信システムの運

用を開始した。

八番丁１２番地に建設中の消防局・中消防署合同庁舎が平成１６年１２月１５日に完

成、庁舎外部周辺工事が平成１７年２月２２日に完成し、同年３月７日に開庁した。

（鉄骨鉄筋コンクリート一部鉄骨造り、地下１階地上６階建て、延べ7,260.57㎡、総

工事費 22億4,385万円（建設工事費のみ））

機構改革に伴い、消防庁舎建設課を廃止し、予防課を分割して予防課及び保安課とし

機構改革に伴い、次長制度を廃止し、新たに部を置かない部長制度を設置した。

機構改革に伴い、予防課及び保安課を統合して予防課とした。

指令課の消防緊急通信指令システムに、災害地点に最も近い車両を自動選別する出動

車両運用管理装置、携帯電話・ＩＰ電話等発信位置情報通知システム、Ｗｅｂカメラ

隊を設置した。

救助隊の編成、装備及び配置の基準を定める省令の改正に伴い、中消防署に高度救助
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年 号 年 月

・平成22年 4月

・平成22年10月

・平成23年 3月

・平成23年 4月

・平成23年 9月

・平成23年12月

・平成24年 4月

・平成24年10月

・平成25年10月

・平成25年11月

・平成26年 4月

権限移譲に伴い、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に関する

事務を開始した。

東消防署第１分隊を警防担当と救助担当に分け、それぞれが警防隊と救助隊として活

動する運用を開始した。また、警防業務と救助業務の兼務隊であった四箇郷分隊を警

防業務と救急業務の兼務隊とする運用を開始した。

派遣期間　第１次派遣隊　９月４日から９月７日まで

　　　　　第２次派遣隊　９月７日から９月１０日まで

　　　　　第３次派遣隊　９月１０日から９月１２日まで

派遣隊員数　延べ７隊（指揮隊、消火隊、救助隊、救急隊、後方支援隊）２８名

災害概要　台風第１２号の影響により、和歌山県南部を中心に８月３０日から９月４

消防署の消防部隊編成について、分隊、小隊及び中隊を小隊、中隊及び大隊に変更し

記　　　　　　　　　　事

機構改革に伴い、指揮支援班と調査班を統合し、指揮調査第１班、指揮調査第２班と

し、警備班を拡充して消防対策班とした。

消防庁舎の老朽化に伴い、西消防署庁舎の新築工事に着手した。

機構改革に伴い、総務班と企画情報班を再編し、総務企画班と消防団班とした。また、

東日本大震災に伴う緊急消防援助隊の派遣

派遣先　宮城県石巻市

派遣期間　第１次派遣隊　３月１２日から３月１７日まで

　　　　　第２次派遣隊　３月１５日から３月２０日まで

派遣隊員数　延べ１１隊（指揮隊、消火隊、救助隊、救急隊、後方支援隊）４３名

災害概要　　平成２３年３月１１日１４時４６分三陸沖の深さ２４ｋｍを震源として

　　　　　マグニチュード９．０の地震が発生したもの

紀伊半島大水害に伴う和歌山県下消防広域相互応援協定に基づく派遣

派遣先　新宮市

　　　　日にかけ激しい雨に見舞われ、河川氾濫や土砂災害が多発したもの

機構改革に伴い、消防班に現場指揮に関する事務を加えて指揮支援班とした。また、

などを新たに備え高機能化し、運用を開始した。

た。また、指令課に消防無線のデジタル化及び消防指令業務の共同運用に関する事務

とに伴い、警防課指揮調査第１・２班を監察指導班、予防課予防班を予防調査班とし

機能別消防団制度に基づきＯＢ団員41人、防火広報団員（消防音楽隊員）26人が任命。

消防音楽隊は、吏員12人、団員26人の編成となった。

和歌山市、那賀消防組合、海南市及び紀美野町消防指令業務の共同運用を行うため、

１０月７日に「和歌山市、那賀消防組合、海南市及び紀美野町消防通信指令事務協議

会」を設立した。

西消防署庁舎が１１月５日に完成した。（鉄筋コンクリート一部鉄骨造、地上２階建

て、延べ1,617.55㎡、総工事費 5億5,201万円（建設工事費のみ））

機構改革に伴い、南消防署を中消防署南分署、北消防署を北消防署紀伊分署とし、あ

わせて西消防署を北消防署とすることで、５消防署６出張所体制から３消防署２分署

６出張所体制とした。

消防局では、火災調査事務及び現場指揮を警防課から予防課及び消防署に移管したこ

た。
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年 号 年 月

・平成26年 6月

・平成26年 8月

・平成26年12月

・平成27年 4月

・平成28年 4月

・平成29年 1月

・平成29年 1月

・平成29年 9月

・平成29年10月 平成２９年１０月３０日に和歌山市中消防署南分署開庁式を挙行した。

派遣期間　９月２１日から９月２８日まで

を開始した。

災害対応力の強化を図るため、大規模災害発生時において設置する和歌山市災害対策

本部と和歌山広域消防指令センター間の情報伝達や調整をはじめとする消防通信指令

に係る事務を掌理する指令統括監を新設した。

た。

派遣国　メキシコ合衆国

また、消防局予防課で行っていた危険物規制に係る事務の一部を管轄消防署に移管し

派遣職員　中消防署　高度救助隊員１名

災害の概要　平成２９年９月２０日３時１４分（現地時間１９日１３時１４分）メキ

　　　　　シコ合衆国において、M７.１の地震が発生

和歌山北部臨海都市広域消防協定及び和歌山北部臨海地域事業場消防相互応援協定に

基づく派遣

派遣先　旧東燃ゼネラル石油株式会社和歌山工場（有田市初島町）

派遣期間　１月２２日から１月２４日まで（第１次派遣隊から第５次派遣隊まで）

メキシコ地震災害に伴う国際消防救助隊登録隊員の派遣

救急活動に係る傷病者対応や災害時の連絡情報収集を目的として、全救急隊にタブレ

ターカー運用を開始した。

救急救命士の新たな処置拡大（心肺停止前の血糖測定、低血糖発作症例へのブドウ糖

の投与、ショック症例への輸液）を開始した。

ット端末を配置した。

機構改革に伴い、査察指導班と危険物班を再編し、設備班、査察班及び危険物保安班

とし、救急班を救急救助班、情報管理班を指令第３班とした。

派遣隊員数　延べ３９隊（指揮隊、消火隊、後方支援隊、通信支援隊）１４０名

災害概要　平成２９年１月２２日１５時４０分頃、旧東燃ゼネラル石油株式会社和歌

　　　　山工場内にある潤滑油製造装置群において火災が発生したもの

また、北消防署紀伊分署鳴滝出張所の警防隊を救急兼務隊とした。

那賀消防組合消防本部、海南市消防本部及び紀美野町消防本部と消防指令業務の共同

運用に伴い、平成２７年３月２９日に「和歌山広域消防指令センター」を開所し、４

月１日から和歌山市、岩出市、紀の川市、海南市、紀美野町からの１１９番通報受付

を行う情報管理班を新設した。

記　　　　　　　　　　事

平成２９年１月１６日から、平成２６年度に日本赤十字社和歌山医療センター高度救

命救急センターに設置した救急ワークステーションを常設化し、平日９時から１７時

３０分までのドクターカー運用を２４時間３６５日体制の運用とした。

消防署では、警防班及び救急救助班を設置し、指揮調査隊を新設するとともに、東消

防署救助隊を特別救助隊に昇格し、北消防署に特別救助隊を新設した。

また、中消防署南分署宮前出張所の警防隊を救急兼務隊とし、中消防署第１小隊及び

第２小隊を統合し特殊消火隊を設置した。

ワークステーションを設置し、６月２日から派遣型とピックアップ型を併用したドク

平成２６年４月１日に日本赤十字社和歌山医療センター高度救命救急センターに救急
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年 号 年 月

・平成29年11月

・平成29年12月

・平成30年 3月

・平成30年 7月

・令和 2年 4月

・令和 3年 3月

・令和 3年 4月

・令和 3年 7月

・令和 4年10月

・令和 4年11月

派遣先　広島県広島市安芸区上瀬野町

災害概要　梅雨前線や台風第７号の影響により、６月２８日から７月８日にかけて、

平成２９年１１月１１日から和歌浦東１丁目１番１３号において、和歌山市中消防署

南分署業務を開始した。

救急支援スマートフォンアプリ（My　SOS）の運用開始

平成３０年３月１日から、消防団員として貢献した大学生等の就職活動を支援する「

派遣期間　第１次派遣隊　７月１２日から７月１６日まで

　　　　　第２次派遣隊　７月１５日から７月１９日まで

　　　　　第３次派遣隊　７月１８日から７月２０日まで

派遣隊員数　延べ１２隊（指揮隊、消火隊、救助隊、後方支援隊）６３名

別救助隊を岡崎救助隊として移設し、運用を開始した。

橋本市、高野町、伊都消防組合、那賀消防組合、和歌山市、海南市及び紀美野町の紀

北地域における消防本部間の連携を強化することを目的に、紀北消防連絡協議会を設

立した。

令和４年１１月１日から、消防団員の福利厚生の向上や入団促進等を目的とした「和

歌山市消防団応援のお店」制度を開始した。

記　　　　　　　　　　事

派遣概要　高野町消防本部職員数名が、新型コロナウィルス感染症にり患したことに

　　　　より、高野町消防本部が消防業務を停止した間、高野町内の災害事案に対応

　　　　するため派遣したもの

令和３年７月１日に和歌山市消防活動センター及び岡崎分署開庁式を挙行し、岡崎分

　　　　　第３次派遣　４月１０日から４月１２日まで

　　　　　第４次派遣　４月１２日から４月１４日まで

派遣隊員数　延べ１２隊（消火隊、救助隊、後方支援隊）４０名

　　　　日本付近に暖かく非常に湿った空気が供給され続け、西日本を中心に河川氾

　　　　濫や土砂災害が多発したもの

消防署に置く２名の中隊長のうち１名を副中隊長とし、２隊で編成する消防部隊（中

隊）を１隊に統合することで、指揮命令系統を明確化した。

また、警防隊員から指名していた指揮調査隊員を、専従化した。

VR防災体験車を導入し、運用を開始した。

和歌山市学生消防団活動認証制度」を開始した。

平成３０年７月豪雨災害に伴う緊急消防援助隊の派遣

署長を配置。７月１０日から岡崎出張所へ配置していた岡崎小隊とともに東消防署特

和歌山県下消防広域相互応援協定に基づく派遣

派遣先　高野町消防本部

派遣期間　第１次派遣　４月４日から４月７日まで

　　　　　第２次派遣　４月７日から４月１０日まで
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　⑴　明暦元年11月19日

　⑵　明暦13年月日不詳

　⑶　文化12年 2月22日

　⑷　天保元年12月 1日

　⑸　安政 2年11月19日

　⑹　安政 2年12月15日

　⑺　大正 8年12月16日

　⑻　昭和13年 5月16日

　⑼　昭和20年 7月 9日

　家屋被害率 60.67％

　全　　　焼 25,216戸

　全　　　壊 137戸

　　　計 25,353戸

　人口被害率 60.31％

　死　　　者 1,625人

　傷　　　者 4,675人

　　　計 6,300人

　⑽　昭和46年 1月 2日

焼失68軒

大　火　災　史

　和歌山市の火災史には、大火として次のとおり記録されている。

焼失195軒

畑邸（畑屋敷）辺りから一里山辺りまで焼失

湊辺の大火

内町の大火

出火推定1時03分　覚知、火災報知専用電話1時20分

火元西之店（放火）焼失1,600軒

火元は新雑賀町　焼失戸数270戸（約5,000坪）

原因は製材所焚火

火元は湊土佐町　焼失戸数70戸（約1,500坪）

午後9時ごろ100余機本市に波状来襲、焼夷弾を主とする攻撃空襲、

火災を受けた被害統計（内務省警保局調査）は、次のとおりである。

鎮圧2時45分　鎮火3時25分

新和歌浦1484番地

株式会社　寿司由楼（観光旅館）

死者16人、傷者15人、り災人員90人

焼失面積　観光旅館延べ約3,020平方メートル

- 11 -



（１）消防活動拠点の整備

（５）危険物災害の防止

消　防　局　業　務　計　画

　　　調和・協調、人材育成を目的（指導原理）に事業を推進します。

令 和 ５ 年 度 消 防 局 主 要 施 策

１．予防体制の充実

（１）住宅の防火安全対策の推進

（２）防火防災意識の高揚と自主防火活動の推進

（３）火災調査体制の充実

（４）事業所の防火安全対策の推進

和歌山市消防局では、「伝統と革新」を基本的価値観として、継承と創生、

（１１）消防広域応援・受援体制の充実

２．災害対応力の充実

（２）常備消防力の強化

（３）消防機械器具の充実

（４）各種災害対策の強化

（５）通信・指令業務の迅速確実化

（６）通信・指令体制の強化

（７）消防団の施設、環境等の充実

（８）消防団の活動能力の向上

（９）機能別消防団の充実強化

（１０）消防水利の整備

３．救急・救助体制の充実

（１）応急手当等の普及啓発

（２）口頭指導体制の充実

（３）救急・救助隊員の資質向上

（４）救急・救助体制の強化
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和歌山市消防のあらまし
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　・人　口 349,044 人

　・世帯数 158,426 世帯

　・面　積 208.85

市勢概要

k㎡

　　　（令和5年4月1日現在）

１　消防局・署所の配置図
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敷地面積 建築面積 延べ面積

八番丁12番地

鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ
一部鉄骨
地下１階地上６階建
て

H16.12 1,856.00 1,148.82 7,260.57

南分署
和歌浦東1丁目
　　　1番13号

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ
３階建て

H29. 8 866.11 322.96 693.75

宮　前
出張所

小雑賀2丁目
　　　2番8号

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ
２階建て

S53. 5 595.92 220.58 284.28

本　署 鳴神1059番地6
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ
２階建て

S49. 4 2,480.59 481.35 806.52

四箇郷
出張所

加納246番地3
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ
２階建て

S62. 3 330.64 159.04 213.76

河　南
出張所

吐前568番地
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ
２階建て

S59. 7 998.80 191.45 245.45

岡崎分署
（消防活動
 センター）

森小手穂
　　　49番地1

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ
３階建て

R3. 5 3,347.78 734.05 1,621.16

本　署 狐島645番地3
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ一部鉄骨
２階建て

H25.11 4,318.98 1,148.98 1,617.55

加　太
出張所

加太1203番地4
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ
平屋建て

S43. 9 697.95 160.21 160.21

紀伊分署 弘西1101番地2
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ
２階建て

S48. 6 1,663.29 349.53 661.41

鳴　滝
出張所

園部596番地
        163

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ
２階建て

S56.12 630.09 216.33 268.33

消防局・中消防署

中
消
防
署

東
消
防
署

北
消
防
署

２　消　防　庁　舎　現　況

（令和5年4月現在）

名　　　称 所　在　地 構　造 建築年月
面　　　　　積(㎡)
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消 防 対 策 班

３　消 防 局 の 組 織

(令和5年4月現在）

総 務 企 画 班
消 防 団 班

消
　
　
防
　
　
局

消 防 総 務 課
人 事 班

市
　
長

消
防
長

経 理 班

予 防 調 査 班
設 備 班

予 防 課
査 察 班
危 険 物 保 安 班

南 分 署 救急救助第２班
警 防 第 １ 班

警 防 課 救 急 救 助 班
監 察 指 導 班

指 令 第 １ 班
指 令 課 指 令 第 ２ 班

中 消 防 署 救急救助第２班
警 防 第 １ 班
警 防 第 ２ 班

予 防 班

指 令 第 ３ 班

予 防 班
救急救助第１班

救急救助第１班

宮　前　出張所
警 防 第 １ 班

警 防 第 ２ 班

救急救助第１班
救急救助第２班

東 消 防 署 救急救助第２班
警 防 第 １ 班

警 防 第 ２ 班

予 防 班
救急救助第１班

北 消 防 署 救急救助第２班

警 防 第 １ 班
四箇郷　出張所

警 防 第 ２ 班

警 防 第 １ 班
河　南　出張所

警 防 第 ２ 班

岡 崎 分 署

警 防 第 ２ 班

予 防 班

救急救助第１班
救急救助第２班

予 防 班
救急救助第１班

警 防 第 １ 班
警 防 第 ２ 班

警 防 第 １ 班

鳴　滝　出張所
警 防 第 １ 班

加　太　出張所
警 防 第 ２ 班

紀 伊 分 署 救急救助第２班
警 防 第 １ 班

警 防 第 ２ 班

救急救助第１班

警 防 第 ２ 班

救急救助第１班
救急救助第２班
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楠　　　見　　　〃　

防 火 広 報 団 員

紀　　　伊　　　〃　
第　11　中　隊 山　　　口　　　〃　

川　　　永　　　〃　

Ｏ　Ｂ　団　員
機能別消防団 特 別 Ｏ Ｂ 団 員

第
６
方
面
隊

第　10　中　隊 有　　　功　　　〃　
直　　　川　　　〃　

加　　　太　　　〃　
西　　　脇　　　〃　

第
５
方
面
隊

第　８　中　隊
木　　　本　　　〃　
松　　　江　　　〃　

貴　　　志　　　〃　
第　９　中　隊 野　　　崎　　　〃　

　　湊　　　　　〃　

　　宮　　　　　〃　
岡　　　崎　　　〃　

第　７　中　隊
東　山　東　　　〃　
西　山　東　　　〃　

消
 
防
 
団
 
本
 
部

名　　　草　　　〃　
和　歌　浦　　　〃　

市
　
長

消
防
団
長

第　５　中　隊 雑　　　賀　　　〃　
雑　賀　崎　　　〃　
田　　　野　　　〃　

小　　　倉　　　〃　
和　　　佐　　　〃　

第
３
方
面
隊

第　６　中　隊
西　和　佐　　　〃　
四　箇　郷　　　〃　

安　　　原　　　〃　
三　　　田　　　〃　

第
２
方
面
隊

第　４　中　隊
宮　　　前　　　〃　
高　　　松　　　〃　

中　之　島　　　〃　

第
１
方
面
隊

大　　　新　　　〃　
新　　　南　　　〃　

第　２　中　隊
広　　　瀬　　　〃　
芦　　　原　　　〃　

雄　　　湊　　　〃　
砂　　　山　　　〃　

第　３　中　隊
今　　　福　　　〃　
吹　　　上　　　〃　

４　消 防 団 の 組 織

（令和5年4月現在）

本　　　町　　分　団
城　　　北　　　〃　

第　１　中　隊
宮　　　北　　　〃　
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総 務
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消防総務課

総務企画班

⑴　公印の保管及び管理に関すること。

⑵　文書管理の総括に関すること。

⑶　儀式及び渉外に関すること。

⑷　消防長会に関すること。

⑸　局の総合計画に関すること。

⑹　局の重要事務事業の進行管理の総括に関すること。

⑺　局の組織に関すること。

⑻　訓令、内規等の審査に関すること。

⑼　課の庶務に関すること。

⑽　課内他班の所管に属しないこと。

消防団班

⑴　消防団員の任免、表彰、服務その他身分に関すること。

⑵　消防団員の報酬に関すること。

⑶　消防団員の被服等の貸与に関すること。

⑷　消防団員等の公務災害に関すること。

⑸　消防団員の教育訓練及び安全管理に関すること。

⑹　消防団の施設に関すること。

⑺　消防音楽隊に関すること。

⑻　消防広報（他課の所管に属するものを除く。）に関すること。

⑼　消防統計に関すること。

⑽　消防事務に係る電子計算機の処理に関すること。

人事班

⑴　職員の任免、分限、懲戒、表彰、服務その他身分に関すること。

⑵　職員の配置及び勤務に関すること。

⑶　職員の給与の支給に関すること。

⑷　職員の公務災害に関すること。

⑸　職員の福利厚生に関すること。

⑹　職員の旅行手続に関すること。

⑺　職員の教養に関すること。　

⑻　職員の保健衛生に関すること。

⑼　退職職員に関すること。

⑽　消防職員委員会に関すること。

経理班

⑴　職員の被服等の貸与に関すること。

⑵　公有財産の取得及び処分の手続に関すること。

⑶　物品の購入及び修繕に関すること。

⑷　消防庁舎施設の整備に関すること。

⑸　消防活動センターの管理に関すること。
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職　　　　階

398 392 1 5 14 109 121 80 25 37 6

1 1 1

2 2 2

課長・副課長 2 1 1 1

総 務 企 画 班 4 3 2 1 1

消 防 団 班 4 4 2 2

人 事 班 4 4 2 2

経 理 班 4 2 2 2

課 付 19 19 2 4 13

課長・副課長 2 2 2

予 防 調 査 班 4 4 2 2

査 察 班 3 3 2 1

設 備 班 4 4 2 1 1

危険物保安班 4 4 2 2

課 長 ･ 副 課 長 3 3 3

消 防 対 策 班 6 5 2 3 1

救 急 救 助 班 4 4 3 1

監 察 指 導 班 4 4 2 2

課長・副課長 2 2 2
指令第1・2・3班 17 16 7 7 2 1

93 87 1 2 8 32 26 5 13 6

3 3 1 2

8 8 3 4 1

36 36 10 12 13 1

25 25 5 4 3 5 8
日
勤 4 4 1 1 2

22 22 4 8 7 1 2

20 20 4 6 6 3 1

118 118 1 2 27 35 32 10 11

3 3 1 2

4 4 2 1 1

16 16 6 7 2 1

15 15 5 4 4 1 1

12 12 2 5 2 2 1

12 12 2 5 4 1
分
署

岡
崎

隔
勤 24 24 6 6 7 2 3

86 86 1 2 23 28 20 7 5

3 3 1 2

5 5 2 2 1

32 32 9 9 8 2 4

14 14 5 3 3 2 1

12 12 2 4 5 1
日
勤 1 1 1

22 22 6 9 3 2 2

12 12 3 4 3 1 1

101 101 1 2 27 32 23 8 8

※再任用短時間勤務職員を除く。

１　消 防 職 員 の 配 置 表
定員410人　実員398人　（令和5年4月現在）

合
　
　
計

消　　防　　吏　　員 事

務

系

職

員

技

術

系

職

員

小
　
計

消

防

正

監

消

防

監

消

防

司

令

長

消

防

司

令

消

防

司

令

補

消

防

士

長

消

防

士

消

防

副

士

長

小 計

署長・分署長・副署長

予 防 班

隔
勤 警 防 第 １ ･ 第 ２ 班

小 計

消 防 局 長

副局長・指令統括監

所　　　　属

消 防 総 務 課

小 計

日
勤

署長・分署長・副署長

予 防 班

隔
勤 警 防 第 １ ･ 第 ２ 班

加 太 出 張 所

救急救助第１･第２班

救急・警防第１･第２班

北
消
防
署

紀
伊
分
署

予 防 班

隔
勤 鳴 滝 出 張 所

小 計

日
勤

署長・分署長・副署長

救急救助第１･第２班

予 防 班

警 防 第 １ ･ 第 ２ 班

救急救助第１･第２班

東
消
防
署

隔
勤 四 箇 郷 出 張 所

河 南 出 張 所

消
防
局

救急救助第１･第２班

南
分
署

予 防 班

隔
勤 宮 前 出 張 所

救急・警防第１･第２班

予 防 課

警 防 課

指 令 課

中
消
防
署

日
勤

合

計
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最　高 最　低 平　均 最　高 最　低 平　均

消 防 正 監 1 59 59 59.0 40 40 40.0

消 防 監 5 59 57 58.2 41 34 38.0

消 防 司 令 長 14 59 50 54.7 40 27 33.6

消 防 司 令 109 59 38 48.8 38 15 26.7

消 防 司 令 補 118 58 32 39.6 38 10 18.0

消 防 士 長 66 39 26 31.7 18 4 9.0

消 防 副 士 長 25 32 24 26.0 8 1 4.0

消 防 士 37 29 19 22.9 5 0 1.8

再 任 用 職 員 17 63 60 60.7 3 0 0.7

小 計 392 44.6 19.1

事 務 系 職 員 6 51 31 38.1 29 8 14.5

技 術 系 職 員

合 計 398 44.0 18.6

２　消防職員の年齢・勤務年数

（令和5年4月現在）

　　　　　　　　区分

　階級別

人
　
員

年　　　　齢 勤　務　年　数

人　　　数 13 人　（9 人） 18 人　（4 人） 70　人

３　消防職員の任用等

 （令和4年度）

区　　　分 採　用（再任用） 退　職（再任用） 昇　　　任

人 歳 歳 歳 年 年 年人 歳 歳 歳 年 年 年
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8 1 3 1 3

315 1 3 12 88 106 69 22 14

5 4 1

8 2 3 1 1 1

46 2 2 19 13 9 1

1 1

10 1 6 3

25 4 19 2

11 1 5 2 2 1

80 1 1 4 33 22 16 2 1

29 2 18 5 4

103 1 3 30 36 31 2

33 1 16 11 5

45 1 21 13 10

1 1

2 2

5 1 1 1 1 1

36 1 3 4 15 6 7

227 6 61 87 57 10 6

91 1 3 32 27 15 6 7

379 1 5 14 107 121 80 25 26

3 3

第１類 17 11 5 1

第２類 17 12 4 1

第３類 19 12 6 1

第４類 98 3 28 30 28 6 3

第５類 21 12 6 3

第６類 18 12 4 2

4 2 2

5 4 1

28 1 1 14 6 6

136 2 6 42 40 33 7 6

64 2 21 20 14 4 3

60 2 16 20 17 4 1

４　消防職員の各種免許取得状況

（令和5年4月現在）

　　　　　　　　　　　　階級別

　種別

計

消

防

正

監

消

防

監

消

防

司

令

長

消

防

司

令

消

防

司

令

補

消

防

士

長

消

防

副

士

長

消

防

士

そ
の
他
の
職
員

自
動
車
運
転
免
許

大 型 特 殊

普 通 第 １ 種

大型
（ 第 １ 種 ）

（ 第 ２ 種 ）

中型
（限定なし）

（８ｔ限定）

準中型
（限定なし）

（５ｔ限定）

消 防 設 備 士
甲 種

乙 種

小型船舶操縦士

１ 級

特 殊

予防技術検定

防 火 査 察

消 防 用 設 備

危 険 物

２ 級

救 急 Ⅰ 課 程

救 急 Ⅱ 課 程

専 科 教 育 救 急 科

救 急 救 命 士

陸上特殊無線技士 第一級／第二級

救
急
隊
員
資
格

移 動 式 ク レ ー ン 運 転 士

玉 掛 け

危険物取扱者

甲 種

丙 種

衛 生 管 理 者

酸 素 欠 乏 危 険 作 業 主 任 者

潜 水 士

乙種
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委   託   先 科       目 対       象
延べ人員
(人)

備   考

和 歌 山 県 消 防 学 校 初 任 教 育 消 防 士 8 6か月

〃
専 科 教 育
警 防 科

消 防 司 令 補
消 防 士 長

2 11日間

〃
専 科 教 育
火 災 調 査 科

消 防 司 令 補 1 11日間

〃
専 科 教 育
救 急 科

消 防 士 長
消 防 副 士 長
消 防 士

11 50日間

〃
幹 部 教 育
中 級 幹 部 科

消 防 司 令 補 1 9日間

〃
特 別 教 育
無 線 通 信 教 育

消 防 士 9 2日間

〃
特 別 教 育
潜 水 救 助 教 育

消 防 士 長
消 防 副 士 長

3 15日間

〃
特 別 教 育
自 然 災 害 対 応 教 育

消 防 司 令 補 1 9日間

〃
特 別 教 育
救 急 隊 長 教 育

消 防 司 令
消 防 司 令 補

6 1日間

消 防 大 学 校 救 急 科 消 防 司 令 補 1 31日間

〃
危機管理・防災教育科
消防団活性化推進コース

消 防 司 令 補 1 5日間

救急救命九州研修所 救 急 救 命 士 養成 研修
消 防 司 令 補
消 防 士 長

2 6か月

〃 指 導 救 命 士 養成 研修 消 防 司 令 補 1 30日間

自動車安全運転センター
安全運転中央研修所

消防・救急緊急自動車
運 転 技 能 者 課 程

消 防 士 長
消 防 士

2 4日間

５　委 託 教 養 実 施 状 況

 （令和4年度）
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普

通

車

軽

四

輪

車

1 5

26

18

36

1 2 1 2 14 20 1 1 1

1 2 2 3 9 17 1 1 1

1 2 2 3 13 21 1 1 2 2

1 2 2 2 3 10 1 1 2 1

1 2 2 3 7 15 1 1 1

1 1 2 2 4 10 2 2 1 1

1 2 2 3 6 14 1 1 1

1 1 1 4 7 1 1 1 2

1 2 2 3 7 15 1 1 1

1 1 2 2 5 11 1 1 2 2

1 2 2 2 9 16 1 1 1 1

1 2 1 3 5 12 1 1 1 1

1 2 4 11 59 77 2 9 11 11 7

1 2 3 4 33 43 3 3 3 1

1 2 3 7 39 52 7 7 7 2

1 2 2 1 11 17 1 1 1

1 2 5 5 42 55 3 2 5 5 3

1 2 2 6 15 26 1 1 3 2 1

86

5 42 78 137 177 1,086

計

ポ

ン

プ

車

和 歌 浦

名 草

高 松

宮 前

三 田

安 原

吹 上

今 福

砂 山

雄 湊

芦 原

広 瀬

新 南

大 新

中 之 島

宮 北

城 北

本 町

団 本 部

団

員

Ｏ Ｂ 団 員

特 別 Ｏ Ｂ 団 員

防 火 広 報 団 員

　　　　　区分

 分団名

団

長

副

団

長

分

団

長

副

分

団

長

部

長

班

長

定　　数 1,750

器

具

庫

警

鐘

台

積載用車両 そ

の

他

車

両

小

型

ポ

ン

プ

実    員 1,526 1

６　消　防　団　の　現　況
（令和5年4月現在）

区    分 計 団   長 副団長 分団長 副分団長 部   長 班   長 団   員
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普

通

車

軽

四

輪

車

1 1 2 5 21 30 3 3 3 2

1 2 2 2 10 17 1 1 1

1 2 2 2 7 14 1 1 1

1 2 3 5 64 75 6 7 7 2

1 2 2 6 35 46 6 8 8 2

1 1 2 7 37 48 6 6 6

1 2 2 3 22 30 1 1 2 2

1 2 3 4 42 52 4 4 4 1

1 2 2 6 48 59 6 6 6

1 2 3 9 65 80 9 9 9 4

1 2 3 6 40 52 5 5 5 1

1 2 2 6 32 43 1 1 2 1

1 2 2 4 29 38 3 3 1

1 2 2 5 42 52 2 1 2 1 3 4

1 2 2 6 39 50 2 4 4 6 2

1 2 2 3 23 31 1 1 2 2 1

1 2 2 2 14 21 1 1

1 2 2 3 17 25 1 1 2

1 2 2 5 21 31 1 1 2 2

1 2 2 6 23 34 2 2 2 1

1 1 2 4 11 19 2 2 3

1 2 3 8 66 80 6 9 10 4

1 2 2 4 27 36 2 3 3

1 2 2 4 30 39 2 2 2 2

1 5 42 78 137 177 1,086 1,526 9 18 103 4 130 137 38

松 江

木 本

西 脇

加 太

有 功

楠 見

湊

野 崎

貴 志

合 計

川 永

山 口

紀 伊

直 川

西 山 東

東 山 東

岡 崎

宮

四 箇 郷

西 和 佐

和 佐

小 倉

小

型

ポ

ン

プ

器

具

庫

雑 賀 崎

雑 賀

警

鐘

台

田 野

班

長

団

員

計

ポ

ン

プ

車

積載用車両 そ

の

他

車

両

　　　　区分

 地区名

団

長

副

団

長

分

団

長

副

分

団

長

部

長
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20歳 20～ 25～ 30～ 35～ 40～ 45～ 50～ 55～ 60～ 65～ 70～ 75歳

未満 24歳 29歳 34歳 39歳 44歳 49歳 54歳 59歳 64歳 69歳 74歳 以上

団 長 1

副 団 長 1 4

分 団 長 1 6 5 11 19

副分団長 3 5 12 20 16 22

部 長 3 2 3 14 15 25 22 29 24

班 長 1 2 7 14 30 41 38 26 17 1

団 員 5 23 19 47 93 131 231 240 146 110 41

計 5 23 20 52 103 151 280 314 235 185 133 25 0

団 長 1

副 団 長 5

分 団 長 42

副分団長 78

部 長 137

班 長 177

団 員 1,086

計 1,526

前年比

出場回数 39

出場延人員 -1,092

239 1,750 1,711

9 26 2,855 1,189 4,861 5,953782

102 3 5 1,401

25 18

16 27 39

41

19 29

1

41

25年未満

251 282 281 199 193 158 162

141 117 76 52

9 16 14

234

16

7 23 35 28

238 228

 5年未満

 5年以上

10年未満

25年以上

30年未満20年未満

11 191 1 1 5 4

10年以上

15年未満

７　消防団員の年齢構成

計

1

5

42

（令和5年4月現在）

区 分

4 3 9 14

78

137

177

1,086

15年以上 30年以上

1,526

（令和5年4月現在）

20年以上

８　消防団員の勤続年数

区 分 計

９　消防団員の活動状況

（令和4年度）

火災 風水害 救助等 広報 その他 計 令和3年度
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年度別

種　別

区　分

１０　消　防　予　算

⑴　一般会計との対比

令　　和　　４　　年　　度 令和５年度

当初予算額 補正予算額 最終予算額 当初予算額

千円　 千円　 千円　 千円　

市一般会計予算額 144,105,428 18,388,401 162,493,829 147,265,787

消 防 予 算 額 4,639,552 58,163 4,697,715 5,577,841

計

給 料

報 酬

一般会計予算との比 3.22% 0.32% 2.89% 3.79% 

⑵　令和５年度（当初）予算の概要

　 消　防　費

千円

消防団費 消防施設費

千円 千円

水　防　費

千円

5,127,372 231,251 213,109 6,109

旅 費

報 償 費

2,233 193 392

共 済 費

災 害 補 償 費

職 員 手 当 等

600,327

7 207 9

1,890 39,959 5,122

2,818

141

29,171 1,978 167 257

1,128,565 7,386 12,529

備 品 購 入 費

公 有 財 産 購 入 費

工 事 請 負 費

原 材 料 費

使 用 料 及 び 賃 借 料

委 託 料

需 用 費 145,016 10,020

役 務 費

8,418 7

155,177

31,573

1,148,480

8,425

86,998

167

46,825

192,726

補償、補塡及び賠償金

負担金、補助及び交付金

2 2

2,097 415 145

105,983

4

2,657公 課 費

77,442

1,615,243

1,455,802

 

73,301 13,697

123 44

46,825

3,706 35,969 153,051

61,471 43,976 536

計

千円

5,577,841

77,442

1,615,243

1,455,802

600,327

223

46,971

目

節
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3 42 46

派遣演奏回数（回） 聴衆者数（回）

1 200

事務長 職員 楽長 副楽長 隊員

1 1 1 2 1

⑵　組織表

（令和5年4月現在）

隊長 副隊長

事務局 隊員

隊員合計

合　計 18 8,960

3月

2月

2 480

4 1,510

令和4年1月

12月 1 70

2 1,800

11月

10月 1 200

3 2,100

9月

8月

7月

6月 2 400

1 200

5月

令和3年4月

1 2,000

１１　消防音楽隊

⑴　月別活動状況

月 別

（令和4年度）
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予 防

- 31 -



予　防　課

予防調査班

⑴　火災予防対策に関すること。

⑵　防火広報に関すること。

⑶　火災をなくす市民運動に関すること。

⑷　自主防災組織の訓練指導の総括に関すること。

⑸　予防統計に関すること。

⑹  防災学習センターの管理に関すること。

⑺　火災の調査に関すること。

⑻　火災統計に関すること。

⑼　火災調査資料の収集及び分析に関すること。

⑽　火災調査技術の研究及び指導に関すること。

⑾　火災証明に関すること。

⑿　課の庶務に関すること。

⒀　課内他班の所管に属しないこと。

設備班

⑴　建築物の確認等の同意に関すること。

⑵　消防用設備等の設置指導に関すること。

⑶　事業所の防火指導に関すること。

⑷　建築物の防火に関すること。

⑸　少量危険物及び指定可燃物の規制に関すること（他班の所管に属するものを除く。）。

⑹　防火管理講習に関すること。

⑺　防炎認定等の事務に関すること。

査察班

⑴　消防用設備等の検査に関すること。

⑵　危険物施設の検査に関すること。

⑶　液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（以下「液化石油ガス法」と

  いう。）の規定に基づく検査に関すること（液化石油ガス器具等の販売の事業を行う者に

  係るものを除く。）。

⑷　石油コンビナート等災害防止法の規定に基づく検査に関すること。

⑸　消防法の規定の違反の処理に関すること。

⑹　液化石油ガス法の規定の違反の処理に関すること（液化石油ガス器具等の販売の事業を

  行う者に係るものを除く。）。

⑺　石油コンビナート等災害防止法の規定の違反の処理に関すること。

⑻　和歌山市火災予防条例の規定の違反の処理に関すること。

⑼　予防査察及び査察教育の推進に関すること。

危険物保安班

⑴　危険物の許可、認可及び規制に関すること（他班の所管に属するものを除く。）。

⑵　危険物災害の予防対策及び調査研究に関すること。

⑶　液化石油ガス法に関すること（液化石油ガス器具等の販売の事業を行う者に係るもの

  を除く。）（他班の所管に属するものを除く。）。

⑷　石油コンビナート等災害防止法に関すること（他班の所管に属するものを除く。）。

⑸　高圧ガスその他特殊な物質の防火に関すること。
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42

31 隊 799 人

⑶　婦人防火クラブの現況

　　家庭の火の元をあずかる主婦たちが、婦人防火クラブを組織し、家庭や地区から火災を出さない

　よう活動する。 （令和5年4月現在）

婦人防火クラブの数 隊　　　員　　　数

1,144 1,546 人

　防災学習センターでは、防火、防災意識の高揚を図るとともに、ＶＲ防災体験車による体験等災害時

の行動力の向上と防災教育の普及推進を図った。

⑴　令和4年度の消火器設置奨励補助事業での消火器交付本数

　　765本

⑵　防火委員会の現況

　　各地区で防火のリーダーとなる防火委員を育成指導し、自主防火体制の充実を図る。

（令和5年4月現在）

地区数
防火委員選出
単位自治会数

会員数

域防火活動の推進を図った。

１　火災をなくす市民運動

　市民防火の推進として「火災をなくす市民運動」を展開し、かけがえのない生命や財産をおびやかす

火災を防止するため家庭及び地域における防火対策として、火気の正しい安全な使用方法、初期消火要

領、防火に関する知識及び技能の普及推進を図った。そして一般市民で消火器を設置しようとする者に

補助金を交付する「消火器設置奨励補助事業」の実施、あるいは、一般住宅の防火診断を実施するなど、

地域ぐるみの防火安全対策を実施した。

　また、防火広報の強化として、ラジオ放送による防火広報の実施、防火ポスター・パンフレット及び

回覧板等の配布、防火啓発看板の掲出、ホームページ、フェイスブック、ツイッターを利用した防火情

報の提供、あるいは、車両及び街頭での防火広報を実施して、市民に対して「火の用心」の呼びかけを

積極的に行った。

　さらに、防火委員会、婦人防火クラブ、幼年消防クラブによる防火協力団体の活動と協力を得て、地
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行　事　別

合　　計

防火防災のつどい

事業所防火行事

防火防災出前講座

（令和4年度）

（令和4年度）

団 体 206 団体 5,661 人

個 人 3,521 人

防災学習センター利用者数

種 別 団 体 数 利 用 者 数

合 計 206 団体 9,182 人

　地域へと防災対応能力の向上を図る。

⑹　わが家の消防検査の実施状況

　　秋の火災予防運動期間中、市教育委員会、小学校長会の協力を得て、市内全小学校の２年生及

　び５年生児童が家庭の火の元検査を実施し、家族ぐるみの防火思想の普及を図った。

対　　　象　　　数 人　　　　　員

54 校 5,699 人

⑺　消防局防災学習センター及びＶＲ防災体験車の利用者数

　　防災学習センター及びＶＲ防災体験車で、学習体験することにより、災害への危機意識を促し、

　防災への動機付けと防災意識の高揚を図るとともに、災害時の行動力を高めるために、個人から

　談会等を市民又は事業所の従業員を対象として実施する集合指導会です。

回　　　　数 参　集　人　員

83 回 9,584 人

26 回 4,581 人

33 回 2,523 人

24 回 2,480 人

　　防火防災行事とは、消火器の使い方、天ぷら油火災の消火実験、避難訓練、防火映画上映、座

81 隊 9,861 人

⑸　防火防災行事等の開催状況

　　各地区、業種ごとに開催し、自主防火体制の充実に努めた。 （令和4年度）

⑷　幼年消防クラブの現況

　　幼年消防クラブの結成を促進するとともに、結成したクラブの園児に火遊びの防止を訴え、防

　火・防災の意識を養うよう指導する。 （令和5年4月現在）

ク　ラ　ブ　数 ク　ラ　ブ　員　数
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（令和4年度）

　ノ　防災学習センターウインターイベントの開催

　テ　危険物安全管理強調月間・危険物安全週間行事の実施

　ト　防火・防災管理講習の開催

　ナ　防火委員会、婦人防火クラブによる年末火災特別警戒広報の実施

　ニ　危険物優良事業所等に対する消防局長表彰

　ヌ　高齢者等防火推進週間の実施

　ネ　防火・防災スクールの開催

　ツ　自主防災組織の訓練指導

　キ　防火防災のつどい、防火防災出前講座及び事業所防火行事の実施

　ク　文化財防火運動推進週間の実施

　ケ　春、秋の火災予防運動行事の実施及び火災予防協力者等表彰

　コ　ラジオ放送による防火広報の実施

　サ　消火器設置奨励補助事業の実施

　シ　住宅用火災警報器の設置促進に伴う普及啓発及び維持管理啓発

　ス　防火委員会の育成指導

　セ　婦人防火クラブの育成指導

　ソ　防火委員会及び婦人防火クラブの研修会の開催

　タ　防災学習センターの運営及びVR防災体験車の運用

　チ　幼年消防クラブの育成指導

　カ　山林防火パトロールの実施

出 前 講 座 22 団体 2,183 人

⑻　その他

　ア　市民防火の日の普及

　イ　車両、徒歩及び街頭での防火広報の実施

　ウ　和びっとちゃん派遣による防火啓発

　エ　公式フェイスブック、ツイッターでの防火啓発

　オ　一般住宅の防火診断の実施

団体（防災センター利用時） 59 団体 1,324 人

個人（防災センター利用時） 176 人

ＶＲ防災体験車利用者数

種 別 団 体 数 利 用 者 数

合 計 81 団体 3,683 人
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業 態 対象物数 査察件数

イ 映 画 館 ・ 観 覧 場 20 6

ロ 公 会 堂 ・ 集 会 場 20 10

イ キ ャ バ レ ー ・ ナ イ ト ク ラ ブ

ロ 遊 技 場 ・ ダ ン ス ホ ー ル 29 11

ハ 性 風 俗 関 連 特 殊 営 業 店 舗 等

ニ カ ラ オ ケ ボ ッ ク ス 等 6

イ 待 合 ・ 料 理 店

ロ 飲 食 店 418 172

4 百 貨 店 ・ マ ー ケ ッ ト 525 176

イ 旅 館 ・ ホ テ ル ・ 宿 泊 所 89 40

ロ 寄 宿 舎 ・ 下 宿 ・ 共 同 住 宅 3,824 905

イ 病 院 ・ 診 療 所 ・ 助 産 所 290 80

ロ 老 人 短 期 入 所 施 設 ・ 養 護 老 人 ホ ー ム 301 199

ハ 老人デイサービスセンター・保育所・児童養護施設 355 122

ニ 幼 稚 園 ・ 特 別 支 援 学 校 62 20

7 小 ・ 中 ・ 高 ・ 高 専 ・ 大 ・ 各 種 学 校 435 106

8 図 書 館 ・ 博 物 館 ・ 美 術 館 8 2

イ 公 衆 浴 場 の う ち 蒸 気 ・ 熱 気 浴 場 10 1

ロ イ に 掲 げ る 以 外 の 公 衆 浴 場 9 2

10 車 両 の 停 車 場 ・ 船 舶 ・ 航 空 機 の 発 着 場 15 9

11 神 社 ・ 寺 院 ・ 教 会 316 114

イ 工 場 ・ 作 業 場 1,761 387

ロ 映 画 ・ テ レ ビ ス タ ジ オ 4 5

イ 自 動 車 車 庫 ・ 駐 車 場 188 53

ロ 航 空 機 の 格 納 庫 6

14 倉 庫 1,096 252

15 前 各 項 に 該 当 し な い 事 業 場 2,117 578

イ 特定防火対象物が存在する複合用途防火対象物 1,394 413

ロ 上 記 以 外 の 複 合 用 途 防 火 対 象 物 872 185

16の2 地 下 街

17 重 要 文 化 財 46 37

18 ア ー ケ ー ド 7

合 計 14,217 3,891

16

3

5

6

9

12

13

2

２　立　入　検　査

⑴　令別表査察

（令和4年度）

政令の区分

1
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（令和4年度）

5,373 戸

施設数 査察数

63 44

230 124

384 139

56 35

139 86

1

336 233

85 64

1,231 681

151 137

10 4

214 127

2

377 268

1,671 993

1,681 285

455 26

2,136 311

合 計

少 量 危 険 物 貯 蔵 ・ 取 扱 所

指 定 可 燃 物 貯 蔵 ・ 取 扱 所

合 計

小 計

取

扱

所

給 油 取 扱 所

販 売 取 扱 所

一 般 取 扱 所

移 送 取 扱 所

小 計

施 設 別

製 造 所

貯

蔵

所

屋 内 貯 蔵 所

屋 外 タ ン ク 貯 蔵 所

屋 内 タ ン ク 貯 蔵 所

地 下 タ ン ク 貯 蔵 所

簡 易 タ ン ク 貯 蔵 所

移 動 タ ン ク 貯 蔵 所

屋 外 貯 蔵 所

⑵　一般査察

一 般 家 庭

⑶　危険物査察 （令和4年度）
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供給設備（設備工事対象施設） 496 35

合　　　計 997 108

特定供給設備 6 1

充塡設備 13

特定液化石油ガス設備工事事業者 231 16

貯蔵施設 71 15

保安機関 84 19

充塡事業者 5

区　　　分 施設数 査察数

販売事業所 91 22

　⑸　液化石油ガス施設等の現況と査察件数 （令和4年度）

⑷　石油コンビナート等特定事業所の査察件数 （令和4年度）

花王株式会社和歌山工場・大岩石油株式会社青岸油槽所・日本製鉄株式会
社関西製鉄所

3 回
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完 成 検 査 数 328 件

計 453

⑶　工程及び完成検査数 （令和4年度）

工 程 検 査 数 35 件

東 消 防 署 78 17.2 %

北 消 防 署 120 26.5 %

署 別 件 数 比 率

中 消 防 署 255 56.3 %

394 44 15 453

⑵　建築同意署別内訳 （令和4年度）

３　建築同意事務

⑴　建築同意件数の内訳 (令和4年度）

確 認 申 請 許 可 申 請 計 画 通 知 総 件 数
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合計 1･2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15～

イ 22 15 4 1 2

ロ 20 16 2 1 1

イ 0

ロ 30 27 2 1

ハ 0

ニ 6 4 1 1

イ 0

ロ 414 329 35 13 19 10 2 4 2

4 523 490 20 7 2 4

イ 90 42 7 14 11 6 5 2 1 1 1

ロ 3,805 2190 807 311 196 64 52 45 37 34 11 12 15 16 15

イ 294 196 40 34 10 4 6 1 2 1

ロ 304 212 53 20 12 5 2

ハ 373 342 23 4 4

ニ 61 56 5

7 435 224 126 55 15 6 6 1 2

8 7 3 2 2

イ 10 3 1 5 1

ロ 9 9

10 15 15

11 316 292 20 4

イ 1,741 1513 166 41 14 6 1

ロ 4 3 1

イ 185 165 6 7 2 2 3

ロ 1 1

14 1,072 978 72 19 3

15 2,111 1507 344 129 57 40 11 10 6 3 1 2 1

イ 1,386 548 403 226 98 48 26 10 9 6 2 4 2 2 2

ロ 865 343 279 122 58 27 12 9 7 2 2 2 1 1 0

17 46 45 1

18 7 7

14,152 9,575 2,417 1,012 510 224 126 82 61 47 18 21 21 20 18合計

5

6

9

12

13

16

3

⑷　地上階数別防火対象物棟数

（単位：棟）（令和4年度末）

　　　　階数
用途

1

2
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1 1

1 1

0

0

0

0

0

14 13 1

23 22 1

3 2 1

38 38

8 5 2 1

10 7 3

22 19 2 1

0

2 2

0

0

0

2 2

1 1

31 13 18

0

15 11 4

0

26 21 4 1

79 58 21

17 14 2 1

6 3 3

0

0

83 78 5

58 58

13 12 1

453 378 71 0 0 3 1 0 0 0

上 記 以 外 の 建 築 物

合 計

特定防火対象物が存在する複合用途防火対象物

上記以外の複合用途防火対象物

重 要 文 化 財

ア ー ケ ー ド

専 用 住 宅

長 屋

官 公 庁 ・ 事 務 所

小・中・高・高専・大・各種学校

図 書 館 ・ 博 物 館 ・ 美 術 館

公衆浴場のうち蒸気・熱気浴場

上記に掲げる以外の公衆浴場

駅 舎 ・ 車 両 停 車 場

神 社 ・ 寺 院 ・ 教 会

工 場 ・ 作 業 場

映 画 ・ テ レ ビ ス タ ジ オ

自 動 車 車 庫 ・ 駐 車 場

航 空 機 の 格 納 庫

倉 庫 ( 営 業 ・ 自 家 用 含 む ）

幼 稚 園 ・ 特 別 支 援 学 校

遊 技 場 ・ ダ ン ス ホ ー ル

性 風 俗 関 連 特 殊 営 業 店 舗 等

カ ラ オ ケ ボ ッ ク ス 等

待 合 ・ 料 理 店

飲 食 店

百 貨 店 ・ マ ー ケ ッ ト

旅 館 ・ ホ テ ル ・ 宿 泊 所

寄 宿 舎 ・ 下 宿 ・ 共 同 住 宅

病 院 ・ 診 療 所 ・ 助 産 所

老人短期入所施設・養護老人ホーム

老人デイサービスセンター・保育所・児童養護施設

キ ャ バ レ ー ・ ナ イ ト ク ラ ブ

⑸　用途別同意内訳 （令和4年度）

　　　　　　　　　　　　工事種別

　用途別

合

計

新

築

増

築

改

築

移

転

用

途

変

更

修

繕

模

様

替

仮

設

設

置

映 画 館 ・ 観 覧 場

公 会 堂 ・ 集 会 場
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(令和4年度）

屋 内 消 火 栓 設 備 16

屋 外 消 火 栓 設 備

ス プ リ ン ク ラ ー 設 備 47

泡 消 火 設 備

不 活 性 ガ ス 消 火 設 備 3

ハ ロ ゲ ン 化 物 消 火 設 備 2

粉 末 消 火 設 備 12

動 力 消 防 ポ ン プ 設 備 2

パ ッ ケ ー ジ 型 消 火 設 備 12

パ ッ ケ ー ジ 型 自 動 消 火 設 備 3

自 動 火 災 報 知 設 備 315

非 常 警 報 設 備 90

漏 電 火 災 警 報 器 2

消防機関へ通報する火災報知設備 21

避 難 器 具 63

誘 導 灯 225

連 結 送 水 管 9

非 常 コ ン セ ン ト 1

連 結 散 水 設 備

排 煙 設 備 2

無 線 通 信 補 助 設 備

　・危険物関係情報の通知

　このため、危険物施設の関係者に対して、関係法令の周知等適切な指導を実施することにより、自主

保安体制の充実強化及び危険物に係る事故防止を重点に危険物規制事務を推進した。

◎　主な行事

　・危険物安全管理強調月間及び全国危険物安全週間の実施

　・危険物災害の事例研修

　・危険物事務担当者研修

保がますます重要な課題となっている。

⑹　消防用設備等の設置状況

種　別 設置数

消
　
火
　
設
　
備

警
報
設
備

設
備

避
難

消 防 用 水

必
要
な
施
設

消
火
活
動
上

４　危険物規制

　近年の科学技術の進歩、社会経済の変化等に伴い、危険物及び危険物施設が複雑多様化しており、ま

た、南海トラフ地震などの大規模地震による危険物災害の発生も危惧されているため、危険物の保安確
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9 8 3 20

92 7 25 1 1 13 1 24 142 306

101 14 31 1 5 20 4 23 153 352

3 7 2 9 3 2 4 30

3 9 12

20 5 28 1 23 2 27 106

件数 5 8 362 30 12 230 214 5 1,339 20 1 14 354 61 2 2,657

少 量 危 険 物 等 の タ ン ク

合 計 17

地 下 貯 蔵 タ ン ク

移 動 貯 蔵 タ ン ク 1

簡 易 貯 蔵 タ ン ク

種 別 件 数

屋 外 貯 蔵 タ ン ク 4

屋 内 貯 蔵 タ ン ク 12

危
険
物
製
造
所
等
の
設
置
者
の

品
名
・
数
量
又
は
指
定
数
量
の
倍
数
変
更
届

危

険

物

保

安

統

括

管

理

者

選

解

任

届

⑶　危険物貯蔵タンクの水張、水圧検査の実施状況 (令和4年度）

軽

微

変

更

工

事

届

火

気

使

用

工

事

届

休

止

届

再

開

届

危

険

物

製

造

所

等

譲

渡

引

渡

届

許 可 申 請 取 下

予 防 規 程 認 可

⑵　危険物関係の承認、届出事務処理状況 (令和4年度）

区

分

危

険

物

仮

貯

蔵

承

認

危

険

物

仮

取

扱

承

認

仮

使

用

承

認

廃

止

届

許

可

申

請

取

下

合

計

氏
名

住
所

変
更
届

危

険

物

保

安

監

督

者

選

任

届

危

険

物

保

安

監

督

者

解

任

届

危

険

物

施

設

災

害

発

生

届

廃 止 届

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所

簡
易
タ
ン
ク
貯
蔵
所

移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋

外

貯

蔵

所

設 置 許 可

変 更 許 可

完 成 検 査

⑴　危険物製造所等の許可及び認可事務取扱状況 (令和4年度）

　　　　　　　　　施設別

　事務取扱別

製

造

所

貯 蔵 所 取 扱 所 合

計

屋

内

貯

蔵

所

屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所

移

送

取

扱

所

一

般

取

扱

所

給

油

取

扱

所

販

売

取

扱

所
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(令和4年度）

完成検査件数

0

(令和4年度）

処理件数

5

5

3

1

14

⑹　申請による意見書交付数 (令和4年度）

申　　請　　数 交　　付　　数

Ｌ Ｐ ガ ス 販 売 施 設 0 0

⑺　販売事業登録等の事務取扱状況 (令和4年度）

件　　数

2

2合　　　　計

防災規程制定届

防災規程変更届

防災業務実施状況報告書

異常現象発生届出書

その他の届出書・報告書

合      計

区　　　　分

販売事業登録

登録簿謄本交付

登録簿謄本閲覧

保安の確保の方法等の認定

防災管理者（副防災管理者）解任届

　⑷　特定防災施設の完成検査事務取扱件数

特定防災施設の種別

消防用屋外給水施設

流出油等防止堤

非常通報設備

合      計

　⑸　石油コンビナート等災害防止法関係届出事務処理件数

種　　　別

特定防災施設着工届

防災要員及び防災資機材等現況届

防災管理者（副防災管理者）選任届
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設　置 変　更 設　置 変　更

貯 蔵 施 設

特 定 供 給 設 備

充 塡 設 備 1 1 1 1

合　　　　計 1 1 1 1

件　　数 件　　数

4 5

5

8 21

8

2 8

1

68

1 57

4

2

1

5

200充てん設備完成検査受検届 合　　　　　　　　計

貯蔵施設等完成検査受検届 充てん事業者住所・氏名・名称変更届

貯蔵施設等完成検査結果報告 許可申請等取下

充てん設備変更届

保安機関承継届 液化石油ガス充てん事業報告

保安業務廃止届 充てん設備使用休止届

貯蔵施設等変更届 充てん設備使用再開届

一般消費者等の数の減少届 特定液化石油ガス設備工事事業廃止届

認定行政庁変更届 液化石油ガス販売事業報告

保安機関変更届 保安業務実施状況報告

業務主任者等選任届 液化石油ガス設備工事届

業務主任者等解任届 特定液化石油ガス設備工事事業開始届

液化石油ガス販売事業廃止届 特定液化石油ガス設備工事事業変更届

登録行政庁変更届 充てん設備完成検査結果報告

液化石油ガス販売所等変更届 充てん設備保安検査受検届

液化石油ガス販売事業承継届 充てん設備保安検査結果報告

7

7

⑽　液化石油ガス関係の届出事務処理状況 (令和4年度）

区　　　　　　　　分 区　　　　　　　　分

保安業務規程変更認可

合　　　　計 0

⑼　液化石油ガス施設の許可、完成及び保安検査事務取扱状況 (令和4年度）

　　　　　　　区　分

施設別

許 可 完 成 検 査
保安検査

保安機関認定更新

一般消費者の数の増加認可

保安業務規程制定認可

⑻　保安機関認定等の事務取扱状況 (令和4年度）

区　　　　分 件　　数

保安機関認定

- 45  -



（令和4年度）

（令和4年度）

⑵　巡回防火広報活動状況

実　　施　　回　　数 703 回

⑶　局、署（所）見学状況

見　　学　　数 86 回 3,999 人

年末火災特別警戒中の防火広報 １２月１５日から１２月３１日まで

文化財防火運動推進週間行事 １月２４日から１月３０日まで

春の火災予防運動行事 ３月１日から３月７日まで

危険物安全管理強調月間行事 ６月１日から６月３０日まで

高齢者等防火推進週間行事 ９月１６日から９月２２日まで

秋の火災予防運動行事 １１月９日から１１月１５日まで

住宅用火災警報器の普及啓発及び維持管理広報 年間を通じて

５　広報活動

⑴　主たる広報行事 （令和4年度）

火災をなくす市民運動行事 年間を通じて
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甲種 乙種 甲種再講習 防災管理 防災再講習

368 回 19 回 20 回 14 回 10 回

32,830 人 728 人 1,097 人 560 人 115 人

受理件数 受理件数

630 2

664 69

115 19

23

116

27

57 949

279 18

15 47

4 54

20 108

7 144

19

5 1,026

1 5,555

99

熱 気 設 備 設 置 届 消防用設備等点検結果報告書

熱 風 炉 設 置 届 防 火 対 象 物 点 検 結 果 報 告 書

乾 燥 設 備 設 置 届 少 量 危 険 物 貯 蔵 取 扱 届

毒 物 貯 蔵 取 扱 届 指 定 可 燃 物 貯 蔵 取 扱 届

劇 物 貯 蔵 取 扱 届 消 防 用 設 備 等 設 置 届

統 括 防 火 管 理 者 選 任 ( 解 任 ) 届 煙 火 打 上 げ ・ 仕 掛 け 届

炉 等 設 置 届 催 物 開 催 届

ボ イ ラ ー 設 置 届 露 店 開 設 届

圧縮アセチレンガス貯蔵･取扱届 水素ガスを充てんする気球設置届

液 化 石 油 ガ ス 貯 蔵 ･ 取 扱 届
火 災 と ま ぎ ら わ し い 煙 等 を 発
す る お そ れ の あ る 行 為 等 の 届

防 火 対 象 物 使 用 開 始 届 給 湯 湯 沸 設 備 設 置 届

防 災 管 理 者 選 任 ( 解 任 ) 届 発 電 設 備 設 置 届

共 同 防 災 管 理 協 議 事 項 蓄 電 池 設 備 設 置 届

防 災 消 防 計 画 作 成 ( 変 更 ) 届 ネ オ ン 管 灯 設 備 設 置 届

防 火 管 理 者 選 任 ( 解 任 ) 届 ヒートポンプ冷暖房機設置届

共 同 防 火 管 理 協 議 事 項 届 火 花 を 生 ず る 設 備 設 置 届

消 防 計 画 届 変 電 設 備 設 置 届

届 出 等 の 種 別 届 出 等 の 種 別

甲 種 防 火 管 理 再 講 習 2 回 92 人

防 災 管 理 新 規 講 習 1 回 26 人

防 災 管 理 再 講 習 2 回 60 人

７　予防関係届出処理状況

（令和4年度）

甲 種 防 火 管 理 新 規 講 習 10 回 482 人

６　防火・防災管理講習

⑴　防火管理者等取得状況 (昭和36年～令和4年度）

種　　　別

初 回 講 習 会 か ら の 開 催 回 数

資 格 取 得 者 の 累 計

⑵　防火・防災管理講習開催状況　　　　　　　　　　 （令和4年度）

講 習 会 の 種 別 回 数 受 講 人 員
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警 防 ・ 指 令

- 49 -



警　防　課
消防対策班

⑴　災害及び有事の消防活動対策に関すること。

⑵　消防警備に関すること。

⑶　消防広域応援に関すること。

⑷　職員の招集に関すること。

⑸　消防用水利の開発及び保全に関すること。

⑹　水防調査及び水防訓練に関すること。

⑺　水防倉庫及び水防資器材の維持管理に関すること。

⑻　消防機械器具の整備及び管理に関すること。

⑼　消防機械器具の整備技術の指導に関すること。

⑽　消防機械器具等の購入に関すること。

⑾　公用車による交通事故の損害賠償に関すること。

⑿　課の庶務に関すること。

⒀　課内他班の所管に属しないこと。

救急救助班

⑴　救急及び救助活動に関すること。

⑵　救急及び救助対策に関すること。

⑶　救急隊員の教育訓練に関すること。

⑷　応急手当の普及啓発活動に関すること。

⑸　救急関係機関との連絡調整に関すること。

⑹　救急及び救助統計に関すること。

⑺　救急救命協議会に関すること。

⑻　民間の患者等搬送事業に関すること。

監察指導班

⑴　消防対策に関すること。

⑵　消防隊の活動、運用及び教育訓練に関すること。

⑶　現場の監察及び指導に関すること。

指　令　課
指令第１班・指令第２班・指令第３班

⑴　災害の受報及び出動指令に関すること。

⑵　消防部隊の統制及び運用に関すること。

⑶　消防通信の統制に関すること。

⑷　災害の現場情報収集、情報支援及び連絡に関すること。

⑸　医療機関等との連絡及び調整に関すること。

⑹　防災気象の通信連絡に関すること。

⑺　通信施設等の研究、整備、運用等に関すること。

⑻　消防緊急通信施設の管理に関すること。

⑼　無線従事者の育成指導に関すること。

⑽　課の庶務に関すること。
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南

分

署

宮

前

出

張

所

四

箇

郷

出

張

所

河

南

出

張

所

岡

崎

分

署

加

太

出

張

所

紀

伊

分

署

鳴

滝

出

張

所

車 両 合 計 82 15 15 6 4 10 2 2 5 11 3 6 3

消 防 ポ ン プ 自 動 車 16 2 1 2 2 1 1 1 1 2 2 1

水 槽 付 き 消 防 ポ ン プ 自 動 車 4 1 1 1 1

はしご付き消防ポンプ自動車 1 1

は し ご 付 き 消 防 自 動 車 1 1

屈折はしご付き消防ポンプ自動車 1 1

化 学 消 防 ポ ン プ 自 動 車 4 1 1 1 1

救 助 工 作 車 5 2 1 2

支 援 車 1 1

人 員 搬 送 車 1 1

燃 料 補 給 車 1 1

高 規 格 救 急 自 動 車 16 1 2 1 2 1 1 1 1 2 1 1 2

無 線 中 継 車 1 1

指 令 車 3 3

指 揮 車 4 1 1 1 1

広 報 車 11 3 2 1 2 2 1

資 機 材 搬 送 車 9 2 2 1 1 1 1 1

乗 用 車 1 1

防 災 体 験 車 1 1

防 災 活 動 車 1 1

小 型 動 力 消 防 ポ ン プ 17 2 2 1 2 1 1 2 2 1 2 1

１　車両配置状況

（令和5年4月現在）

　　　　　　　　　所属別

　区分

合

計

消

防

局

中

消

防

署

東

消

防

署

北

消

防

署
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和歌山広域消防指令センター（消防局指令課）

２　消防通信施設の現況

（令和5年4月現在）

　消防局指令課は、平成２７年４月１日から和歌山市、岩出市、紀の川市、海南市及び紀美野町と指

令業務共同運用（４消防本部）を開始、指令課に『和歌山広域消防指令センター』を設置し４市１町

の１１９番通報を一括受信、消防救急デジタル無線等の通信設備を活用し、より広域的な災害対応を

行っている。

　同指令センターには、高機能消防指令システム、位置情報通知システム、救急医療情報システム、

総合防災情報システム、消防無線（基地局）、高所監視カメラ等を備え、火災、救急、救助、その他

の災害等に関する消防通信全般を統括している。

⑴　通信系統

　ア　有線通信図

一 般 加 入 電 話

救
急
医
療
情
報
端
末

携 帯 電 話

１１９番受付回線

光 回 線 網

中、東、北各消防署
南、岡崎、紀伊各分署
宮前、四箇郷、河南、加太、
鳴滝各出張所

・指令音声系回線

・指令系回線

県 下 各 消 防 本 部

市 庁 舎 防 災 セ ン タ ー

・事務系回線

・電話回線

・ｗｅｂカメラ映像

災 害 情 報 等 一 般 加 入 電 話

携 帯 電 話

NET119 ･ FAX119

受 付 回 線 災 害 時 要 配 慮 者 等

携 帯 １ １ ９ 番

県 警 指 令 室

県 警 察 本 部 専 用 電 話

和
歌
山
県
庁
統
制
局
（
防
災
セ
ン
タ
ー
）

 

受
信
端
末

 

総
合
防
災
情
報

専 用 回 線

自 動 案 内 回 線

転 送 回 線

和
歌
山
県
救
急
医
療
情
報
セ
ン
タ
ー

高機能消防指令システム

現場画像受信装置

構内交換機 西日本高速道路㈱関西支社
吹 田 道 路 管 制 セ ン タ ー(２１５回線) 高所監視カメラ

県 庁 危 機 管 理 ・ 消 防 課

Ｎ Ｈ Ｋ 和 歌 山

花 王 ㈱ 和 歌 山 工 場
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基地局 ５Ｗ　１７台

　イ　無線通信図

前進基地局 消防局

わかしょうはちまきやま １０Ｗ　１台

わかしょうほんぶ １Ｗ　　５台

活動波２　　５Ｗ １Ｗ　１４台

活動波５　　５Ｗ 中消防署

固定局 ５Ｗ　１７台
和歌消市役所向き０．２５Ｗ １Ｗ　１１台

南分署
和歌山広域消防指令センター ５Ｗ　　６台

基地局 宮前出張所

活動波１　　５Ｗ ５Ｗ　　４台

活動波２　　５Ｗ １Ｗ　　２台

活動波３　　５Ｗ 東消防署

活動波４　　５Ｗ ５Ｗ　１１台

活動波５　　５Ｗ １Ｗ　　７台

主運用波　　５Ｗ 四箇郷出張所

統制波１　　５Ｗ ５Ｗ　　２台

統制波２　　５Ｗ １Ｗ　　２台

統制波３　　５Ｗ 河南出張所

防災波  　１０Ｗ ５Ｗ　　２台

基地局 １Ｗ　　９台

固定局 １Ｗ　　２台

和歌消市役所向き0.025Ｗ 岡崎分署

和歌消県庁向き 0.002Ｗ ５Ｗ　　５台

１Ｗ　　５台

前進基地局 北消防署

わかしょういちみね ５Ｗ　１２台

固定局 １Ｗ　　５台

活動波５　　５Ｗ 加太出張所

主運用波　　５Ｗ ５Ｗ　　３台

統制波１　　５Ｗ １Ｗ　　２台

統制波２　　５Ｗ 紀伊分署

統制波３　　５Ｗ ５Ｗ　　７台

１１９番受付件数 28,465 件

和歌消市役所向き 0.5Ｗ 鳴滝出張所

５Ｗ　　３台

１Ｗ　　２台

消防局

防災ヘリテレビ相互波

５Ｗ　　１台

防災波 158.35MHz

１０Ｗ　　７台

 ５Ｗ  　 ５台

⑵　災害通報等の受理件数（令和4年度）

ＮＴＴ固定電話 4,459 件

Ｉ Ｐ 電 話 6,729 件

携 帯 電 話 17,277 件
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現有消防水利　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

井戸

20t～ 40t～ 100t～ 20t～ 40t～ 100t～

598 433 0 482 284 5

　花王㈱和歌山工場及び日本製鉄㈱関西製鉄所内の消火栓を含まず。

582 53 871,031 771

1,802

合 計 7,611 4,895 47 145

231 13 36

450 322

245 205 0 168 152 2

146 9 15

292 220

215 77 0 161 58 1

北消防署 2,820 1,664 4 100

205 31 36

289 229

138 151 0 153 74 2

東消防署 1,889 1,188 1 18

中消防署 2,902 2,043 42 27

　　　　　　２０㎥級　　　７基

　（令和5年4月現在）

種別

計

消 火 栓 防 火 水 槽
プ

ー

ル

上

水

工

水

私

設

非耐震 耐震 私

設

公

設
署・分署

　　　　　　４０㎥級　　　１基

３　消防水利の現況

　消防水利は、消防車両、人員とともに消防力の増強に欠かせない重要な施設で、これの整備に

ついては、水道事業の拡張事業に伴う上水道消火栓の増強及び地震等の災害に対処するための水

利として防火水槽の新設に努めている。また、都市計画法に基づく開発行為に際しては、同法の

基準により開発区域おける消防水利の確保を指導し、消防水利の充実を図っている。

　令和４年度中に整備した消防水利は、次のとおり

⑴　新設公設消火栓　　　２０基

⑵　布設替公設消火栓　  ２８基

⑶　撤去公設消火栓　　　　５基

⑷　都市計画法第３３条に基づき当市に帰属した公設防火水槽

　　　　　１００㎥級　　　０基
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出 動 件 数 92 131 212 0 380 8 10 34 867 961 -94

出動延べ台数 540 456 639 0 998 8 24 35 2,700 3,455 -755

出動延べ人員 1,975 1,391 2,035 0 3,163 33 74 141 8,812 10,885 -2,073

４　消防隊の出動状況

（令和４年中）

火

災

火

災

警

戒

誤

報

虚

報

救

急

支

援

ヘ

リ

支

援

そ

の

他

風

水

害

合

計

令

和

３

年

前

年

比
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実 施 回 数 実 施 延 べ 人 員 実 施 延 べ 時 間

6,315 24,951 10,157

41 209 84

24 132 55

9 37 24

ポ ン プ 車 215 898 515

タ ン ク 車 78 344 175

化 学 車 35 169 88

は し ご 車 102 521 259

小 型 ポ ン プ 21 97 43

救 助 工 作 車 7 34 15

そ の 他 49 228 92

329 1,419 815

71 310 172

56 263 107

441 1,855 876

1,105 5,049 2,942

777 2,744 1,485

182 632 339

89 344 181

800 3,579 2,456

90 357 239

6 24 12

0 0 0

10,842 44,196 21,131

大 隊 訓 練

特 別 訓 練

計

救 助 訓 練

救 急 訓 練

図 上 訓 練

そ の 他

小 隊 訓 練

中 隊 訓 練

器 具 取 扱 訓 練

５　消防訓練実施状況

（令和４年中）

訓 練 種 別

基 礎 錬 成

出 動 訓 練

基 本 ポ ン プ 操 法

応 用 ポ ン プ 操 法

車
両
等
の
運
用
法

ホ ー ス 延 長 訓 練

放 水 訓 練

結 索 法
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名称 協定市町村等 応援内容

和歌山県下消防広域相互
応援協定

和歌山県下30市町村・和歌山県下4消防組合
大規模又は特殊な災
害

和歌山県防災ヘリコプ
ター応援協定

和歌山県・和歌山県下30市町村・和歌山県下4消防組合 火災・救急・救助

和歌山北部臨海都市広域
消防協定

和歌山市・海南市・有田市・御坊市
火災・救急・必要資機
材

阪和林野火災消防相互応
援協定

［和歌山県］
　和歌山市・橋本市・岩出市・紀の川市・かつらぎ町・
　那賀消防組合・伊都消防組合
［大阪府］
　河内長野市・和泉市・岸和田市・貝塚市・泉佐野市・
　泉南市・阪南市・岬町・泉州南消防組合

林野火災

阪和自動車道、湯浅御坊
道路、関西空港自動車道
及び京奈和自動車道消防
相互応援協定

［和歌山県］
　和歌山市・岩出市・海南市・有田川町・湯浅町・広川
　町・日高川町・御坊市・印南町・みなべ町・田辺市
［大阪府］
　堺市・和泉市・岸和田市・貝塚市・熊取町・泉佐野市
　・泉南市・阪南市

火災・救急・救助

消防活動資機材及び支援
物資等相互応援協定

和歌山市・堺市・姫路市・徳島市
消防活動資機材及び
支援物資等

和歌山海上保安部と和歌
山市との消防業務協定

和歌山海上保安部・和歌山市 火災・警戒等

和歌山広域消防指令共同
運用に係る消防相互応援
協定

和歌山市・那賀消防組合・海南市・紀美野町 火災・救急・救助

６　消防相互応援体制

　不測の大規模災害及び産業災害等の予防、鎮圧に万全を期し、併せて民心の安定を図るため、各機関

等と広域消防協定を結び、相互の協力体制を確立している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(令和5年4月現在）
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火 災 統 計
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⑸　住宅用火災警報器について

　火災の発生を原因別にみると、「こんろ」１９件が最も多く、次いで「たき火」１２件、

「たばこ」が８件の順でした。

　住宅火災（併用住宅、共同住宅を含む。）は３７件で、そのうち住宅用火災警報器の設置が確

  認できた件数は１８件でした。

　また、住宅用火災警報器を設置していたことで被害が軽減された奏功事例が５件ありました。

⑵　損害額について

　損害額は、２億３，１００万８千円で、前年と比べ１億６３６万５千円増加しました。

⑶　死者について

　死者は２人で、前年と比べ１０人減少しました。

　死者が発生した火災の種別は、建物火災が２件でした。

⑷　出火原因について

１　令和４年中の火災概況

⑴　火災件数について

　本市における令和４年中の火災は９２件で、前年と比べ１５件増加しました。
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件 ( 0 ) 件 ( 0 ) 件 ( ±0)

件 ( 0 ) 件 ( 0 ) 件 ( ±0)

件 ( 0 ) 件 ( 0 ) 件 ( ±0)

自動車 7 件 ( 0 ) 10 件 ( 0 ) －3 件 ( ±0)

鉄 道 0 件 ( 0 ) 0 件 ( 0 ) ±0 件 ( ±0)

件 ( 0 ) 件 ( 0 ) 件 ( ±0)

件 ( 0 ) 件 ( 0 ) 件 ( ±0)

件 ( 0 ) 件 ( 0 ) 件 ( ±0)

棟 棟 棟

棟 棟 棟

棟 棟 棟

棟 棟 棟

棟 棟 棟

㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡

ａ ａ ａ

人 人 人

人 人 人

世帯 世帯 世帯

世帯 世帯 世帯

世帯 世帯 世帯

世帯 世帯 世帯

人 人 人

件 件 件

千円 千円 千円

㎡ ㎡ ㎡

千円 千円 千円

㎡ ㎡ ㎡

件 件 件

※（　）内は爆発件数

出火率(人口１万人当たり) 2.62 2.19 ＋0.43

火災１件当たり平均損害額 2,511 1,619 ＋892

建物火災１件当たり焼損床面積 27 44 －17

633 341 ＋292

建物焼損床面積 4.56 5.51 -0.95

り 災 人 員 105 93 ＋12

１
日
平
均

出 火 件 数 0.25 0.21 ＋0.04

損 害 額

2 2 ±0

小 損 42 31 ＋11

り
災
世
帯
数

合 計 51 48 ＋3

全 損 7 15 －8

半 損

人
的
被
害

死 者 2 12 －10

負 傷 者 22 16 ＋6

建 物 焼 損 表 面 積 19 45 －26

林 野 焼 損 面 積 11 2 ＋9

ぼ や 47 40 ＋7

建 物 焼 損 床 面 積 1,664 2,011 －347

8 5 ＋3

部 分 焼 13 11 ＋2

焼
損
棟
数

合 計 81 74 ＋7

全 焼 13 18 －5

半 焼

件 (±0 )

船 舶 0 0 ±0

10 件 ( 0 ) －3車 両 7 件 ( 0 ）

千円

火
災
種
別

建 物 62 46 ＋16

林 野 0 0 ±0

損 害 額 231,008 千円 124,643 千円 ＋106,365

航 空 機 0 0 ±0

そ の 他 の 23 21 ＋2

２　火災発生概況

　　　　　　　　　年 別

　区分
令 和 ４ 年 令 和 ３ 年 増 減

火 災 件 数 92 77 ＋15
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

9 13 6 10 5 7 6 10 5 6 6 9 1 1 1 1 2 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 2 2 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1

2 1

1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 2 1 1 1

1 3 1 1 2 1 1 1 1 1

1 1 2 1 1 2

2 3 1 1

10～11 4 23～24 4

11～12 6 不　明 1

 8～ 9 1 21～22 9

 9～10 10 22～23 3

 6～ 7 0 19～20 3

 7～ 8 2 20～21 4

 4～ 5 3 17～18 5

 5～ 6 0 18～19 4

 2～ 3 1 15～16 8

 3～ 4 2 16～17 4

 0～ 1 0 13～14 5

 1～ 2 2 14～15 3

５　時刻別火災発生状況
　　月別

時刻別

合
計

　　月別

時刻別

合
計

合　計 92 12～13 8

6 10 5 6 6 9合 計 92 9 13 6 10 5 7

不 明 1 1

1 2 3 1

2

土 曜 日 20 1 4 2 4 1 1

3 2 1 2 3 1金 曜 日 16 1 1

2 1 1 2 3

1

木 曜 日 12 1 1 1

2 1 1水 曜 日 9 2 2

2 2 1

2

火 曜 日 9 1 3

1 1月 曜 日 11 3 1 3

1 3 1 1

11月 12月

日 曜 日 14 2 3 2 1

 5月  6月  7月  8月  9月 10月
　　　　　　　　月別
曜日別

合計  1月  2月  3月  4月

10 5 7合 計 92 9 13 6 6 6 9

４　曜日別火災発生状況

6 10 5

1

1 1 1そ の 他 3

駆 け 付 け 通 報 1 1

事 後 聞 知 9 1 1 2 22

1

1警 察 電 話 3 1 1

加入電話(固定電話から) 1

加入電話(携帯電話から) 3

1

1 1

1

8 2 4 2 5火災報知専用電話(携帯電話から) 57 7 10 4 8 1 3 3

火災報知専用電話（IP電話から） 12 1 2 1 1 1 1

火災報知専用電話(加入電話から) 3 1

2 1 2

1

３　覚知別火災発生状況

　　　　　　　　月別
覚知別

合計  1月  2月  3月  4月  5月  6月  7月  8月  9月 10月 11月 12月
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9 13 6 10 5 7 6 10 5 6 6 9

3 9 5 3 1 3 6 3 4 3 7

4 4 1 7 2 4 4 4 2 2 3 1

2 2

1 1

1

4 2 3 5 3 3 1 7 3 3 3 5

3 9 1 4 2 3 4 2 1 1 3 1

1 1 1 1 1 1 1 2 2

1 1 1 1

1

3 6 2 2 1 2 2 2 4

2 4 2 4 1 1 3 2 1 2

3 3 1 3 1 4 2 3 1 3 4 2

1 1 2 4 4 2 1

1

1 2 1 1 1 2 1 1

2 1 1 1 1

2 2 1 1 1 1 1

3 1 1 1 1 1 3

1 1 2 1 1 1 2

1

2 1

1 2 1 1 1

1 1 2

5 1 3

1 1

2 1 2

2 4 1 1 1 1 1

2 1 2

1不 明 1

西 北 西 5

北 西 11

北 北 西 5

南 西 4

西 南 西 9

西 2

0

南 3

南 南 西 6

８０ % 超 15

不 明 1

北 北 東 6風

向

無 風 0

北 10

北 東 9

東 北 東 11

東 9

東 南 東 1

南 東 0

南 南 東

不 明 1

湿

度

３０ %以内 0

５０ %以内 24

６５ %以内 22

８０ %以内

風

速

無 風 0

３ ｍ 以 内 42

30

５ ｍ 以 内 34

７ ｍ 以 内 11

７ ｍ 超 4

12月

天

候

快 晴 0

晴 れ 47

く も り 38

雨 4

雪 2

雷 雨 0

不 明 1

合 計 92

６　気象別火災発生状況

　　　　　月別
気象別

合計  1月  2月  3月  4月  5月  6月  7月  8月  9月 10月 11月
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62 6 7 3 8 5 6 3 5 3 4 4 8

24 4 3 2 4 2 1 1 2 1 1 3

1 1

12 2 1 1 2 2 1 2 1

0

0

0

0

0

0

0

3 1 1 1

0

1 1

1 1

1 1

0

0

0

0

0

0

0

0

5 2 1 1 1

0

0

0

1 1

1 1

3 1 1 1

2 1 1

0

0

0

7 1 1 1 1 1 2

※消防法第１７条による自動火災報知設備やスプリンクラー設備を設置する場合を除く。

共 同 住 宅 4 3 1 2

住 宅 14 6 8 9

併 用 住 宅 0

　　　　　　　　状況
用途別

設置あり 設置なし 設置不明
作動あり 作動なし

８　被災住宅における住宅用火災警報器等設置状況

ス タ ジ オ

駐 車 場

航 空 機 格 納 庫

倉 庫

事 務 所

複 合 用 途 ・ 特 定

複 合 用 途 ・ 非 特 定

地 下 街

準 地 下 街

文 化 財

そ の 他

工 場

旅 館

病 院

グ ル ー プ ホ ー ム

社 会 福 祉 施 設

幼 稚 園

学 校

図 書 館

特 殊 浴 場

公 衆 浴 場

停 車 場

神 社 ･ 寺 院

物 品 販 売 店 舗

住 宅

併 用 住 宅

共 同 住 宅

劇 場

公 会 堂

キ ャ バ レ ー

遊 技 場

性 風 俗 店

カ ラ オ ケ ボ ッ ク ス

料 理 店

飲 食 店

合 計

７　建物用途別火災発生状況

　　　　　　　　月別
用途別

合計  1月  2月  3月  4月  5月  6月  7月  8月  9月 10月 11月 12月
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92 9 13 6 10 5 7 6 10 5 6 6 9

8 1 2 1 1 1 1 1

19 2 1 2 2 1 1 1 2 2 2 3

4 1 1 2

2 1 1

0

0

1 1

0

7 2 1 1 3

0

0

0

2 1 1

6 1 1 1 2 1

2 1 1

5 1 1 1 1 1

1 1

4 1 1 1 1

1 1

1 1

12 2 5 2 1 1 1

1 1

1 1

0

0

0

4 1 2 1

0

11 1 3 2 1 2 1 1

6 2 1 2 1不 明 ・ 調 査 中

火 あ そ び

マ ッ チ ・ ラ イ タ ー

た き 火

溶 接 機 ・ 切 断 機

灯 火

衝 突 の 火 花

取 灰

火 入 れ

放 火

放 火 の 疑 い

そ の 他

配 線 器 具

炉

焼 却 炉

ス ト ー ブ

こ た つ

ボ イ ラ ー

煙 突 ･ 煙 道

排 気 管

電 気 機 器

電 気 装 置

電灯･電話等の配線

内 燃 機 関

風 呂 か ま ど

 8月  9月 10月 11月

た ば こ

こ ん ろ

こんろのうち天ぷら

こんろのうちグリル

か ま ど

12月

合 計

９　原因別火災発生状況

　　　　　　　月別
原因別

合計  1月  2月  3月  4月  5月  6月  7月
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１０　初期消火の状況

初期消火の内訳

有
　
効

非
有
効

有
　
効

非
有
効

有
　
効

非
有
効

有
　
効

非
有
効

有
　
効

非
有
効

有
　
効

非
有
効

有
　
効

非
有
効

25 11 18 6 2 1 5 4

1 0 1

2 4 2 4

9 3 7 2 2 1

0 0

0 0

0 2 2

0 0

0 0

0 0

2 2 1 2 1

39 22 29 12 0 0 2 1 0 0 0 0 8 9計

固
定
消
火
設
備

屋内消火栓

屋外消火栓

スプリンクラー

その他の固定消
火設備

そ の 他

その他の

 　  　初期消火効果

　方法

水 を か け た

寝具等をかけた

も み 消 し た

建　物 林　野 車　両 船　舶 航空機

消
火
器

粉末消火器

強化液消火器

その他の消火器

計

6

初 期 消 火 あ り 61 41 3 17

初 期 消 火 な し 31 21 4

航空機 その他の

火 災 件 数 92 62 0 7 0 0 23

　　　  　火災種別

　区分
合　計 建　物 林　野 車　両 船　舶
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署別 地区別 建物 林野 車両 船舶 航空機 その他の 合計 令和3年 前年比

本 町 1 1 0 ＋1

広 瀬 0 3 －3

砂 山 3 1 4 4 ±0

今 福 0 1 －1

城 北 1 1 2 0 ＋2

中 之 島 5 5 0 ＋5

新 南 0 0 ±0

宮 北 2 1 1 4 2 ＋2

雄 湊 1 1 1 ±0

芦 原 1 1 1 ±0

吹 上 1 1 1 ±0

大 新 1 1 2 5 －3

宮 前 1 1 5 －4

高 松 1 1 1 ±0

雑 賀 2 2 4 4 ±0

和 歌 浦 2 2 1 ＋1

田 野 0 0 ±0

雑 賀 崎 0 1 －1

安 原 1 1 2 0 ＋2

名 草 5 1 6 5 ＋1

三 田 0 1 －1

小 計 28 0 3 0 0 6 37 36 ＋1

宮 6 1 1 8 2 ＋6

四 箇 郷 4 4 3 ＋1

西 和 佐 1 1 2 1 ＋1

和 佐 1 3 4 2 ＋2

小 倉 3 3 0 ＋3

岡 崎 0 3 －3

西 山 東 1 1 2 －1

東 山 東 7 7 2 ＋5

小 計 15 0 2 0 0 12 29 15 ＋14

湊 1 1 1 ±0

野 崎 3 3 2 ＋1

松 江 1 1 2 2 ±0

貴 志 3 3 3 ±0

木 本 3 3 4 －1

西 脇 1 2 3 1 ＋2

加 太 1 1 0 ＋1

楠 見 1 1 2 2 ±0

有 功 3 3 0 ＋3

紀 伊 1 1 2 2 ±0

直 川 0 0 ±0

川 永 2 2 4 －2

山 口 1 1 5 －4

小 計 19 0 2 0 0 5 26 26 ±0

62 0 7 0 0 23 92 77 ＋15

１１　地区別火災発生状況

中
　
　
消
　
　
防
　
　
署

東
　
消
　
防
　
署

北
　
消
　
防
　
署

合 計
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死 者 負

年 齢 別 傷

０～５ ６～10 11～20 21～30 31～40 41～50 51～60 61～64 65～70 71～80 81～ 者

2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 22

2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 20

2 1 1 9

0

0 5

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 1

0

0 2

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 1

0

0 2

0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0 2

合計 ０～５ ６～10 11～20 21～30 31～40 41～50 51～60 61～64 65～70 71～80 81～

0

1 1

1 1不　　　明

船 舶 火 災

航 空 機 火 災

そ の 他 の 火 災

死者の起床状況＼年齢別

就　寝　中

起　床　中

そ の 他

林 野 火 災
車

両

火

災

小 計

自 動 車

鉄 道

文 化 財

神 社 ・ 寺 院

工 場

ス タ ジ オ

駐 車 場

航 空 機 格 納 庫

倉 庫

事 務 所

複合用途・特定

複合用途・非特定

地 下 街

準 地 下 街

停 車 場

飲 食 店

物 品 販 売 店 舗

旅 館

病 院

グループホーム

社 会 福 祉 施 設

幼 稚 園

学 校

図 書 館

特 殊 浴 場

公 衆 浴 場

料 理 店

１２　火災による死傷者の状況

　　　　　　　　区分

種別・用途別 合 計

合 計

建

物

火

災

小 計

住 宅

併 用 住 宅

共 同 住 宅

劇 場

公 会 堂

キ ャ バ レ ー

遊 技 場

性 風 俗 店

カラオケボックス
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重 症

中 等 症

軽 症

30日死者

合 計 0

 0～ 5

男 性

女 性

男 性

女 性

46～50

男 性

女 性

男 性

女 性

合

消火中 避難中 就寝中 作業中 その他 消火中 避難中 就寝中 作業中 その他 消火中 避難中 就寝中 作業中 その他 計

0 0 0 0 0 5 4 0 3 1 2 3 0 2 2 22

2 1 3 1 1 2 1 11

3 3 1 3 1 11

0

0

0

0

施設

0

965歳～  　 2 1 3 3

0

 6歳～64歳 6 2 5 13

 0歳～ 5歳

計

合 計 0 8 3 8 3 22

負　傷　者　の　避　難　方　法 （30日死者を含まない。）

　　　　　区分
年齢別

自力避難
消防隊による救助 避難の必要なし その他

合

器具 その他

火炎に触れる、高温の物質に接触

煙 を 吸 う

飛 散 物 ･ 擦 過

放 射 熱

飛 び 降 り

そ の 他

（30日死者を含まない。）

　　　　　　　　　年齢別

　区分

0歳～5歳 6歳～64歳 65歳～

合 計

そ の 他 0

負　傷　者　の　受　傷　原　因

1

自 殺 者 の 巻 添 等 0 合 計 2

自 殺 1 1 上 記 以 外

0

着 衣 着 火 0 不 明 0

出 火 後 再 進 入 0 その他の身体不自由者

死者数

逃 げ お く れ 1 1 身 体 障 害 者 1

死者の発生した経過  0歳～ 5歳  6歳～64歳  65歳～　　 合計 身体不自由者の区分

11

3 1 1 2 11

負
傷
者

2 3 3 2

死
者

1 1 2

0

死
者

1

性別 ＼ 年齢別 51～55 56～60 61～64 65～70 71～75 76～80 81～  

1 1 1

合計

負
傷
者

1

17

0

死　傷　者　の　性　別　・　年　齢　区　分

性別 ＼ 年齢別  6～10 11～15 16～20 21～25 26～30 31～35 36～40 41～45

2

3 3負
傷
者

1 1

15 1

0 19 1 1 1 22

1

その他（その他） 合計

死　　者 1 1 2

　　　　　区分
程度 消防吏員 消防団員 応急消火義務者 消防協力者 その他（自損）
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合計 92 62 0 7 0 0 23 81 13 8 13 47 51 7 2 42 105 2 22 1,664 19 11 231,008 71,274 156,500 0 994 0 2,240 0

 1月 9 6 3 6 1 1 4 6 1 5 11 2 166 3,515 2,716 798 1

 2月 13 7 6 11 1 3 3 4 12 3 1 8 24 8 413 6 42,009 38,945 1,026 2,038

 3月 6 3 3 5 2 3 3 1 2 4 1 75 11 9,636 9,445 151 40

 4月 10 8 1 1 14 3 2 2 7 7 2 5 11 1 5 459 7 158,883 12,767 145,899 210 7

 5月 5 5 5 1 1 3 3 3 7 1 336 10,278 2,739 7,530 9

 6月 7 6 1 7 2 5 2 2 2 1 1 1 507 404 100 3

 7月 6 3 2 1 3 1 2 1 1 4 22 803 537 193 40 33

 8月 10 5 1 4 7 3 4 3 3 6 2 16 237 100 73 53 11

 9月 5 3 1 1 3 3 3 3 9 1 46 28 18

10月 6 4 2 5 1 1 3 4 1 3 6 2 105 1,741 1,662 67 12

11月 6 4 1 1 4 1 3 3 3 8 23 276 202 74

12月 9 8 1 11 3 2 6 4 4 13 48 5 3,077 1,729 589 691 68

林

野

車

両

船

舶

そ

の

他

の

爆

発

部

分

焼

収

容

物

合

計

全

損

半

損

小

損

死

者

負

傷

者

床
面
積
㎡

表
面
積
㎡

林
　
野
a

合

計

建

物

航

空

機

そ

の

他

の

合

計

全

焼

半

焼

-
 
7
1
 
-

１３　火災統計表

内
訳
　
　
　
　
　
月
別

火災件数 焼損棟数 り災世帯数 り

災

人

員

死傷者 焼損面積 損害見積額（千円）

ぼ

や

合

計

建

物

林

野

車

両

船

舶
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救急・救助統計
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　　・平成５年５月、救急Ⅱ課程教育修了者で編成した救急隊の運用を開始した。　　　　　　　　　

１　救　急　体　制

⑴　和歌山市における救急業務のあゆみ

　　・昭和１７年太平洋戦争の空襲対策用として、全国で７番目に救急車（フォードＶ８中古車）の運

　　　用を開始した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　・昭和２３年３月７日、消防組織法が施行され、消防機関が救急業務を開始した。　　　　　　　

　　・昭和３８年４月１日、救急業務が法制化されて以来救急需要が高まる。　　　　　　　　　　　

　　・昭和５３年７月１日、救急隊員の行う応急処置等の範囲が定められる。　　　　　　　　　　　

　　・平成３年８月５日、救急隊員の行う応急処置等の範囲が拡大され、高度な救命処置を行う必要な

　　　救急資器材の整備や救急隊員の新たな教育が始まる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　・平成３年８月１５日、救急救命士法が施行　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　・平成４年５月、救急救命士が誕生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　・平成２４年９月、救急救命士の処置拡大に係る実証研究に参加（５か月間）

　　・平成６年５月、救急救命士で編成した救急隊の運用を開始した。　　　　　　　　　　　　　　

　　・平成１５年４月、救急救命士法施行規則の一部改正により救急救命士による包括的除細動が実施

　　　可能となる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　・平成１５年５月、和歌山県メディカルコントロール協議会設立　　　　　　　　　　　　　　　

　　・平成１５年６月、救急活動に対する医学的な事後検証開始　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　・平成１６年７月、非医療従事者による自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用が可能となる。　　

　　・平成１６年７月、救急救命士法施行規則の一部改正により救急救命士による気管挿管が可能とな

　　　り、同年１０月から実施される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　・平成１８年４月、救急救命士法施行規則の一部改正により救急救命士による薬剤投与が可能とな

　　　り、同月から実施される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　・平成２１年１０月３０日、和歌山県救急救命協議会設立

  　・令和４年３月１日、新型コロナウイルス感染症流行渦における感染防止対策として、全１３救急

  　  隊及びドクターカー隊に全自動心マッサージシステムを導入する。

  　  ４時間３６５日体制となった。

　　・平成２４年１２月、仮設救急ワークステーションを開設（日本赤十字社和歌山医療センター１７

　　　日間）

　　・平成２５年１１月、仮設救急ワークステーションを開設（日本赤十字社和歌山医療センター３１

　　　日間）

　　・平成２６年１月、仮設救急ワークステーションを開設（和歌山県立医科大学２２日間）

　　・平成２６年４月、救急救命士法施行規則の一部改正により救急救命士による血糖測定、心肺停止

　　　前の静脈路確保、ブドウ糖投与が可能となり、８月１日から実施される。

　　・平成２６年５月、指導救命士養成開始

　　・平成２６年６月、救急ワークステーション本格運用開始（日本赤十字社和歌山医療センター）

　　・平成２８年４月１日、和歌山県救急救命協議会により指導救命士認定が始まる。

  　・平成２９年１月１６日、平成２６年度から運用開始した救急ワークステーションが常設化し、２
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昭和17年 昭和56年

昭和41年 昭和41年

昭和49年 昭和57年

平成26年 昭和48年

昭和45年 昭和59年

平成22年 平成27年

昭和59年

93人

※人口は、和歌山市のＨＰ（国勢調査人口世帯数）から（令和４年１２月現在）

搬送人員は２，１５１人増の１９，４８６人でした。

　１日平均５８．６件の救急出動で、和歌山市民１８人に１人が搬送されたことになります。

救 急 自 動 車 数 高規格　16台

２　救　急　概　況

　⑴　救急出動件数の推移

　令和４年中の救急出動件数は、前年（令和３年）に比べ２，４７８件増の２１，４０３件、また、

救 急 救 命 士 （内認定救急救命士　気管挿管61人・薬剤68人・拡大67人・指導11人）

四箇郷出張所 鳴滝出張所（兼務運用）

⑵　救急隊の整備状況 （令和5年4月1日現在）

救 急 隊 数 13隊（専任　7隊、兼任　6隊）

救　急　車
配 置 年 度

中消防署 岡崎分署

南分署 北消防署

宮前出張所 加太出張所

宮前出張所（兼務運用） 紀伊分署

東消防署 鳴滝出張所

河南出張所

340,000

350,000

360,000

370,000

380,000

390,000

400,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

平
成
元
年

平
成
5
年

平
成
1
0
年

平
成
1
5
年

平
成
1
6
年

平
成
1
7
年

平
成
1
8
年

平
成
1
9
年

平
成
2
0
年

平
成
2
1
年

平
成
2
2
年

平
成
2
3
年

平
成
2
4
年

平
成
2
5
年

平
成
2
6
年

平
成
2
7
年

平
成
2
8
年

平
成
2
9
年

平
成
3
0
年

令
和
元
年

令
和
2
年

令
和
3
年

令
和
4
年

出動件数（件）

搬送人員（人）

人口（人）

（人口）（搬送件・人）
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年　別 出動件数 搬送人員 年　別 出動件数 搬送人員

平成元年 9,173 8,726 平成18年 17,159 16,182

平成2年 9,890 9,514 平成19年 17,662 16,574

平成3年 9,596 9,214 平成20年 16,539 15,563

平成4年 9,705 9,407 平成21年 17,029 16,016

平成5年 9,891 9,614 平成22年 17,962 16,834

平成6年 10,292 9,949 平成23年 18,814 17,631

平成7年 11,066 10,600 平成24年 19,260 17,888

平成8年 10,904 10,503 平成25年 19,724 18,307

平成9年 11,126 10,653 平成26年 20,091 18,518

平成10年 11,509 11,049 平成27年 19,040 17,703

平成11年 12,427 11,931 平成28年 19,417 17,851

平成12年 13,563 13,011 平成29年 19,865 17,960

平成13年 13,436 12,827 平成30年 20,554 18,491

平成14年 14,010 13,322 令和元年 20,488 18,203

平成15年 14,767 13,963 令和2年 18,221 16,532

平成16年 15,695 14,863 令和3年 18,925 17,335

平成17年 16,413 15,536 令和4年 21,403 19,486

⑸　応急手当普及啓発

　令和４年に実施した応急手当普及啓発の講習（応急手当普及員講習を含む。）は全体で、１４６

回、受講者数は、３，１９５人でした。

　なお、平成８年から開始した応急手当普及講習の延べ受講者は約１６６，０００人となっていま

す。

　重症以上の場合は１．２回と中等症や軽症例よりもスムーズな受け入れとなっています。

⑵　事故別出動件数

　救急出動全体の６５．１％が「急病」での出動となっており、続いて「一般負傷」「その他」

の順となり、この３種別で、救急出動の８８．９％を占めています。

⑶　傷病者の年齢及び状況

　搬送者を年齢区分で分けてみると６５歳以上の高齢者の割合が、６３．５％と約６割を占めてい

ます。

　また、搬送した傷病者を程度別に分類すると軽症者が、全体の６０．１％を占めています。

⑷　医療機関の受入れ状況

　令和４年の一人の傷病者に対する搬送医療機関平均問い合わせ（交渉）回数は、１．５４回とな

っています。この数字だけをみると直ぐに搬送医療機関が決定しているように思いますが、事例に

より１６回も問い合わせを行うこともあります。
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報内容）場合、ドクターカーが出動する方式を採用しています。該当した場合は、最寄りの救急隊とドク

ターカーが同時に出動し、連携しながら活動を行います。

＜令和４年ドクターカー出動・要請基準＞

　　１　重篤な虚血性心疾患等の循環不全事案

　　２　重度の呼吸不全を疑う事案

　　３　搬送に時間を要し、かつ、搬送中に血圧低下や呼吸状態が悪化する可能性があると予想される事案

　　４　現場へ到着した救急救命士がドクターカーを必要と判断した事案

　　５　指令課員が、切迫した通報と判断した事案

　　６　多数傷病者の発生を疑う事案

　　７　重症外傷を疑う事案

　　８　閉じ込め事故や救出に時間がかかると予想される事案

　ドクターカーの出動基準については、あらかじめ設定しているキーワードに該当した（重症感のある通

⑹　社会復帰率

　令和４年に心肺停止の状態で搬送した傷病者は４５０人で、心肺停止の原因が、心原性（心臓に原因が

ある）の方は２６６人、このうち、市民（家族・同僚等）の目撃（倒れるのを見た、音がしたので振り返

ったら倒れていた等）がある方は８２人でした。

　さらに、この８２人のうち、市民による応急手当が実施された方（４６人）の社会復帰（倒れる前の状

態に復帰）は５人で、社会復帰率にすると１０．９％となっています。

⑺　常設型和歌山市救急ワークステーション

　平成２９年１月１６日から日本赤十字社和歌山医療センターと、２４時間体制の常設型救急ワークステ

ーション（ドクターカー運用含む）の運用を開始しました。

　救急隊員の知識・技術の向上を目的とした教育の拠点となり、必要に応じ医師が救急車に同乗し、ドク

ターカーとして運用することで、重症傷病者への早期医療介入により後遺症の低減を目指しています。
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転院搬送 医師搬送 資器材等搬送 その他

出　動　件　数 5 0 0 122 7 7 298 2 15 1,175 116 21 0 20 1,788

搬　送　人　員 2 0 0 119 7 7 279 1 9 1,095 115 0 0 0 1,634

出　動　件　数 10 0 0 97 8 5 197 2 14 1,045 96 7 0 11 1,492

搬　送　人　員 7 0 0 92 8 5 183 2 13 980 96 0 0 1 1,387

出　動　件　数 4 0 0 121 15 5 246 7 27 1,068 103 16 0 22 1,634

搬　送　人　員 0 0 0 106 15 5 235 7 23 990 102 0 0 0 1,483

出　動　件　数 8 0 0 147 14 8 259 4 23 949 91 21 1 18 1,543

搬　送　人　員 5 0 0 138 13 8 241 4 18 891 90 0 0 0 1,408

出　動　件　数 4 0 2 152 13 9 274 5 20 1,040 101 12 0 18 1,650

搬　送　人　員 1 0 2 156 13 10 261 5 13 969 101 0 0 0 1,531

出　動　件　数 4 0 2 153 15 13 284 7 14 1,051 103 11 4 18 1,679

搬　送　人　員 1 0 2 150 15 13 270 8 12 986 103 0 0 1 1,561

出　動　件　数 3 0 2 142 26 21 301 8 24 1,242 105 6 1 20 1,901

搬　送　人　員 0 0 1 141 26 20 287 7 18 1,145 104 0 0 0 1,749

出　動　件　数 9 0 2 149 27 14 289 4 24 1,558 128 6 0 29 2,239

搬　送　人　員 2 0 1 138 27 14 271 3 15 1,376 126 0 0 0 1,973

出　動　件　数 3 6 3 129 16 8 272 3 25 1,107 105 13 2 19 1,711

搬　送　人　員 1 6 1 126 16 8 254 2 16 1,021 105 0 0 2 1,558

出　動　件　数 6 0 3 160 11 8 288 11 17 1,083 119 9 0 16 1,731

搬　送　人　員 2 0 2 146 11 8 269 6 10 1,005 118 0 0 0 1,577

出　動　件　数 4 1 2 165 9 18 306 6 18 1,190 111 11 2 20 1,863

搬　送　人　員 0 1 2 148 9 19 285 4 14 1,119 111 0 0 0 1,712

出　動　件　数 5 1 1 146 14 7 373 6 10 1,418 142 26 0 23 2,172

搬　送　人　員 0 1 0 128 13 7 338 3 6 1,277 140 0 0 0 1,913

出　動　件　数 65 8 17 1,683 175 123 3,387 65 231 13,926 1,320 159 10 234 21,403

搬　送　人　員 21 8 11 1,588 173 124 3,173 52 167 12,854 1,311 0 0 4 19,486

その他

12月

合計

６月

７月

８月

９月

10月

11月

１月

２月

３月

４月

急病

-
 
7
9
 
-

３　救　急　統　計
⑴　月別出動・搬送状況 （単位：件、人）

　　　　　　　事故種別
 月別

火災 自然災害 水難 交通事故 労働災害

５月

運動競技 一般負傷 加害 自損行為 合計



転院搬送 医師搬送 資器材等搬送 その他

中 消 防 署 10 1 3 226 24 25 467 17 35 1,741 270 84 8 51 2,962

南 分 署 10 1 3 151 28 13 428 3 36 1,459 123 8 1 27 2,291

宮 前 出 張 所
（ 専 ）

8 1 2 224 19 13 400 5 17 1,699 181 32 25 2,626

宮 前 出 張 所
（ 兼 ）

1 4 94 9 8 140 4 6 561 62 6 11 906

東 消 防 署 7 1 181 9 4 343 2 15 1,340 147 1 28 2,078

四箇 郷出 張所 1 119 15 5 231 7 22 929 104 18 1,451

岡 崎 分 署 1 1 72 6 5 161 3 10 765 68 7 1,099

河 南 出 張 所 1 51 14 2 93 2 7 485 21 5 681

北 消 防 署 11 1 197 18 23 410 9 29 1,873 118 2 24 2,715

加 太 出 張 所 5 51 3 5 153 3 9 456 20 7 712

紀 伊 分 署 11 117 10 2 190 1 12 920 69 2 11 1,345

鳴 滝 出 張 所
（ 専 ）

3 1 71 14 12 173 4 12 711 69 7 1 6 1,084

鳴 滝 出 張 所
（ 兼 ）

1 1 129 6 6 198 5 21 984 68 14 1,433

局 ・ そ の 他 3 17 20

合 計 65 8 17 1,683 175 123 3,387 65 231 13,926 1,320 159 10 234 21,403

合計

-
 
8
0
 
-

⑵　隊別・事故種別出動件数 （単位：件）

　　　   事故種別

 隊別
火災 自然災害 水難 交通事故 労働災害 運動競技 一般負傷 加害 自損行為 急病

その他



中署 南分署
宮前

（専）
宮前

（兼）
東署 四箇郷 河南

岡崎
分署

北署 加太
紀伊
分署

鳴滝
（専）

鳴滝
（兼）

局・
その他

合計 平均

2,962 2,291 2,626 906 2,078 1,451 681 1,099 2,715 712 1,345 1,084 1,433 20 21,403

13.8 10.7 12.3 4.2 9.7 6.8 3.2 5.1 12.7 3.3 6.3 5.1 6.7 0.1

8.1 6.3 7.2 2.5 5.7 4.0 1.9 3.0 7.4 2.0 3.7 3.0 3.9 0.1 58.6

覚知から
現場到着まで

8分04秒 8分44秒 8分01秒 8分37秒 8分04秒 8分03秒 9分06秒 8分27秒 8分03秒 9分16秒 8分26秒 8分19秒 8分40秒 12分56秒 8分19秒

覚知から
病院収容まで

37分55秒 34分30秒 37分16秒 41分02秒 37分06秒 37分33秒 43分35秒 40分30秒 35分11秒 36分12秒 40分46秒 35分35秒 38分38秒 22分40秒 37分32秒

覚知から
帰署まで

57分08秒 53分54秒 58分46秒 62分56秒 57分23秒 57分56秒 73分54秒 68分16秒 55分03秒 63分08秒 70分17秒 58分16秒 64分42秒 37分33秒 59分43秒

現場出発から
病院収容まで

11分13秒 13分05秒 10分12秒 11分42秒 13分09秒 14分39秒 20分26秒 17分15秒 11分40秒 13分22秒 19分06秒 12分02秒 15分33秒 6分20秒 13分20秒

病院収容から
病院引揚まで

13分29秒 12分43秒 13分20秒 12分02秒 10分55秒 10分01秒 11分32秒 14分02秒 11分38秒 15分17秒 12分00秒 13分45秒 13分07秒 4分04秒 12分31秒

走行距離（㎞） 8.6 10.0 9.3 9.2 11.4 11.5 21.9 16.1 10.9 15.6 20.4 11.1 13.7 8.9 11.9

25,421.4 22,826.5 24,399.1 8,301.2 23,742.4 16,705.7 14,929.8 17,681.4 29,526.0 11,096.7 27,497.9 12,081.5 19,667.4 178.1 254,055.1

169,212 123,472 154,335 57,014 119,231 84,073 50,325 75,032 149,483 44,948 94,536 63,153 92,720 751 1,278,282

-
 
8
1
 
-

⑶　隊別活動詳細 ※覚知＝入電

出 動 件 数

比 率 （ ％）

１日平均（件）

一
　
　
件
　
　
平
　
　
均

全走行距離（㎞）

全所要時間（分）



管内医療機関名（例） 管外医療機関名（例）

うち管外

国 立 3,109 22

公 立 2,726 145

公 的 8,446 10

私 的 病 院 4,079 125

私 的 診 療 所 12 2

小　　　計 18,372 304

国 立

公 立 202 14

公 的 12 1

私 的 病 院 819 15

私 的 診 療 所 81

小　　　計 1,114 30

国 立 3,109 22

公 立 2,928 159

公 的 8,458 11

私 的 病 院 4,898 140

私 的 診 療 所 93 2

19,486 334

19,486 334総　　　計

・和歌山労災病院

医
療
機
関

救
急
告
示
医
療
機
関

公立
開設者が都道府県、市町村及び
地方自治体の組合であるもの

・応急診療センター
・和歌山県立医科大学附
属病院

・公立那賀病院
・海南医療センター

公的

開設者が次によるもの
・普通国民健康保険組合
・日本赤十字社
・社会福祉法人恩賜財団済生会
・全国厚生農業協同組合の会員
である厚生（医療）農業協同組
合連合会
・社会福祉法人北海道社会事業
協会

・日本赤十字社和歌山医
療センター
・済生会和歌山病院

・野上厚生総合病院
そ
の
他
の
医
療
機
関 私的 上記以外の医療機関 上記以外の医療機関

-
 
8
2
 
-

⑷　医療機関開設者別・搬送人員

 　　（単位：人）

　　　　　　　　　　　搬送人員

 医療機関開設者
合 計

用語説明

国立 開設者が国であるもの

計 その他

・傷病者を医療機関に収容する
目的で、道路上等中継のために
搬送を行った場合
・多数傷病者が発生した際、応
急的又は便宣的に傷病者を学
校、体育館等に搬送した場合

ヘリポート・空港・港・駅舎・接骨院等

合　　　計

その他の場所



⑸　覚知時刻別・事故種別出動件数

転院搬送 医師搬送 資器材等搬送 その他

００ ～ ０１ 0 0 0 18 0 0 61 8 9 371 9 2 0 7 485

０１ ～ ０２ 2 0 0 12 1 0 55 5 11 368 12 1 0 8 475

０２ ～ ０３ 2 0 0 7 0 0 47 1 5 294 6 1 0 7 370

０３ ～ ０４ 1 0 0 2 1 0 54 2 11 307 11 5 0 6 400

０４ ～ ０５ 2 0 0 12 3 0 38 4 3 272 10 1 0 8 353

０５ ～ ０６ 1 0 1 11 2 0 67 1 12 311 9 3 0 6 424

０６ ～ ０７ 1 0 2 41 2 0 68 0 13 403 9 4 0 8 551

０７ ～ ０８ 2 0 2 88 7 0 114 0 11 545 15 8 1 13 806

０８ ～ ０９ 2 0 0 145 9 4 214 1 10 725 29 9 0 12 1,160

０９ ～ １０ 6 0 1 104 15 8 266 4 6 881 97 15 0 11 1,414

１０ ～ １１ 4 1 1 123 20 10 222 0 7 831 143 12 1 11 1,386

１１ ～ １２ 5 3 2 112 17 16 194 3 9 759 182 7 0 9 1,318

１２ ～ １３ 3 0 3 103 7 12 184 1 9 755 137 14 1 10 1,239

１３ ～ １４ 1 0 2 110 13 12 181 5 8 748 104 12 1 12 1,209

１４ ～ １５ 2 1 1 86 18 14 172 3 15 699 86 18 1 5 1,121

１５ ～ １６ 4 0 0 87 11 18 196 2 11 605 82 5 0 9 1,030

１６ ～ １７ 3 0 0 134 14 8 220 2 10 631 92 6 1 15 1,136

１７ ～ １８ 3 1 0 128 9 9 222 3 9 762 88 8 0 11 1,253

１８ ～ １９ 2 2 0 100 6 2 184 4 15 750 47 4 2 13 1,131

１９ ～ ２０ 3 0 1 96 11 5 168 1 12 760 46 5 1 18 1,127

２０ ～ ２１ 3 0 0 62 5 2 159 5 7 662 36 5 1 10 957

２１ ～ ２２ 7 0 0 58 3 2 117 3 10 579 30 5 0 9 823

２２ ～ ２３ 3 0 0 30 0 1 96 2 9 498 19 2 0 11 671

２３ ～ ２４ 3 0 1 14 1 0 88 5 9 410 21 7 0 5 564

合 計 65 8 17 1,683 175 123 3,387 65 231 13,926 1,320 159 10 234 21,403

-
 
8
3
 
-

（単位：件）

　　　　 事故種別
時間別

火災 自然災害 水難 交通事故 労働災害 運動競技 一般負傷 加害 自損行為 急病
その他

合 計



⑹　覚知別・事故種別出動件数 （単位：件）

転院搬送 医師搬送 資器材等搬送 その他

１１９（固定） 6 26 9 3 415 5 24 1,857 327 19 1 27 2,719

１１９（携帯） 42 6 16 1,459 115 73 2,003 50 155 7,963 63 88 157 12,190

１１９（ＩＰ） 14 2 85 48 42 913 5 37 3,887 850 41 9 32 5,965

加入（固定） 8 17 1 68 52 1 4 151

加入（携帯） 1 1 4 5 1 50 18 2 82

警 察 電 話 1 62 1 17 4 12 33 3 12 145

駆 付 け 1 1 12 1 54 69

専 用 回 線 5 1 6

事 後 聞 知

自 己 覚 知 2 36 1 1 4 1 10 9 7 71

衛 星 １ １ ９

緊 急 メ ー ル

緊 急 Ｆ Ａ Ｘ

そ の 他 4 1 5

合　　　　計 65 8 17 1,683 175 123 3,387 65 231 13,926 1,320 159 10 234 21,403

その他
合 計労働災害 運動競技 一般負傷 加害 自損行為 急病交通事故

-
 
8
4
 
-

　　　　事故種別

　覚知別
火災 自然災害 水難



⑺　発生場所別・事故種別搬送人員 （単位：人）

18 1 1 1 21

1 2 5 8

11 11

3 60 1,509 16 1,588

173 173

121 2 1 124

1,876 719 26 434 118 3,173

31 12 8 1 52

133 21 6 7 167

9,510 2,673 235 389 47 12,854

転 院 搬 送 1,311 1,311

そ の 他 2 1 1 4

11,574 4,921 435 2,354 202 19,486

合 計

火 災

自 然 災 害

水 難

交 通 事 故

道 路 そ の 他

-
 
8
5
 
-

　　　　　　　　発生場所別

　事故種別
住 宅

公 衆 出 入 の
場 所

仕 事 場

労 働 災 害

運 動 競 技

一 般 負 傷

加 害

自 損 行 為

急 病

その他

合 計



⑻　年齢別・事故種別搬送人員

転院搬送 その他

新生児 生後２８日未満 4 12 16

乳幼児 生後28日以上～7歳未満 1 24 195 436 18 674

少年 ７～１８未満 1 1 166 1 57 115 3 11 310 17 682

１８～２５未満 1 251 21 17 52 5 29 413 21 1 811

２５～３５未満 1 1 150 19 13 62 5 26 523 66 2 868

３５～４５未満 2 1 122 25 17 71 9 27 622 63 959

４５～５５未満 1 194 34 12 128 10 24 965 84 1,452

５５～６５未満 7 3 2 177 46 2 227 6 18 1,068 91 1,647

高齢者 ６ ５ 歳 以 上 8 5 5 504 27 6 2,323 14 32 8,513 939 1 12,377

21 8 11 1,588 173 124 3,173 52 167 12,854 1,311 4 19,486

⑼　診療科目別・事故種別搬送人員

転院搬送 その他

21 4 11 1,198 120 67 2,013 46 161 27 1 3,669

4 368 49 52 1,117 6 2 80 1 1,679

17 3 4 29 1 849 170 1,073

1 8,119 298 8,418

645 34 679

1 111 6 118

36 77 2 115

1 1 1 3 16 3 25

3 105 2 110

1 342 49 392

636 108 744

1,107 224 1,331

701 221 922

4 7 1 187 12 211

21 8 11 1,588 173 124 3,173 52 167 12,854 1,311 4 19,486

そ の 他

合 計

眼 科

耳 鼻 咽 喉 科

泌 尿 科

呼 吸 器 科

循 環 器 科

消 化 器 科

産 婦 人 科

加害 自損行為 急病
その他

整 形 外 科

脳 外 科

内 科

小 児 科

精 神 神 経 科

合計

外 科

合 計

（単位：人）

火災 自然災害 水難 交通事故 労働災害 運動競技 一般負傷

成人

-
 
8
6
 
-

（単位：人）

火災 自然災害 水難 交通事故 労働災害 運動競技 一般負傷 加害 自損行為 急病
その他

合計



⑽　傷病程度別・年齢別搬送人員

（単位：人）

新生児 乳幼児 少年 成人 〃 〃 〃 〃 高齢者

(生後28日
未満)

(生後28日
以上7歳未

満)

(7歳以上
18歳未満)

(18歳以上
25歳未満)

(25歳以上
35歳未満)

(35歳以上
45歳未満)

(45歳以上
55歳未満)

(55歳以上
65歳未満)

(65歳以上)

死 亡 2 2 6 8 25 268 311 1.6

重 症 6 6 5 5 17 45 65 547 696 3.6

中 等 症 11 70 70 93 159 195 338 436 5,386 6,758 34.7

軽 症 5 597 606 711 702 741 1,061 1,121 6,176 11,720 60.1

そ の 他 1 1 0.0

合 計 16 674 682 811 868 959 1,452 1,647 12,377 19,486 100.0

-
 
8
7
 
-

　　　年齢別

程度別

合計(人) 合計(%)



⑾　発生地区別・出動件数

件数 比率（％） 件数 比率（％） 件数 比率（％）

本 町 340 1.6 和 佐 287 1.3 和 歌 浦 423 2.0

広 瀬 392 1.8 小 倉 389 1.8 田 野 60 0.3

砂 山 394 1.8 岡 崎 420 2.0 雑 賀 崎 99 0.5

今 福 155 0.7 西 山 東 228 1.1 安 原 449 2.1

城 北 605 2.8 東 山 東 141 0.7 名 草 1,012 4.7

中 之 島 454 2.1 湊 251 1.2 三 田 358 1.7

新 南 426 2.0 野 崎 1,016 4.7 楠 見 1,161 5.4

宮 北 544 2.5 松 江 629 2.9 有 功 804 3.8

雄 湊 366 1.7 貴 志 937 4.4 紀 伊 672 3.1

芦 原 174 0.8 木 本 742 3.5 直 川 213 1.0

吹 上 501 2.3 西 脇 726 3.4 川 永 277 1.3

大 新 395 1.8 加 太 263 1.2 山 口 164 0.8

宮 1,334 6.2 宮 前 1,032 4.8 市 外 18 0.1

四 箇 郷 1,018 4.8 高 松 365 1.7

西 和 佐 354 1.7 雑 賀 815 3.8

※　出動が最も多い地区は宮地区（ 6.2％）、２番目は楠見地区（ 5.4％）、３番目は宮前地区（ 4.8％）です。

出 動 件 数

合　　計 21,403

-
 
8
8
 
-

　　 　　    件数等

　地区別

出 動 件 数 　　 　　    件数等

　地区別

出 動 件 数 　　 　　    件数等

　地区別



交 通 事 故

急 病

一 般 負 傷

自 損

火 災

そ の 他

合 計

回 数 人 数 回 数 人 数 回 数 人 数 回 数 人 数

普 通 救 命 講 習 Ⅰ 9 208 49 956 19 205 77 1,369

普 通 救 命 講 習 Ⅱ

上 級 救 命 講 習 4 81 4 81

救 急 の つ ど い 18 878 43 755 61 1,633

応急手当普及員講習 2 28 2 28

応急手当普及員再講習 2 84 2 84

合 計 31 1,198 96 1,792 19 205 146 3,195

⒀　応急手当普及啓発活動実施状況

消 防 局 消 防 協 会 応急手当普及員 合 計

3 2

28 8 23

-
 
8
9
 
-

⑿　高速道路における救急出動状況

　　　　　　　　　　区分
　事故種別

出 動 件 数 不搬送件数 搬 送 人 員

19 6 17

6 6



47 42 15 1 5 94 4 0 106 314

15 25 14 0 4 76 1 0 37 172

8 27 13 0 4 78 1 0 37 168

1,611 675 343 14 76 1,379 66 0 2,014 6,178

438 183 93 4 21 373 19 0 558 1,689

364 (316) 342 (288) 350 (310) 348 (306) 314 (267)

171 (163) 163 (158) 176 (171) 184 (171) 168 (160)

救助出動件数（※１）

救助人員（※２）

※１（　）内は、火災以外の救助出動件数

※２（　）内は、火災以外の救助人員数

救 助 人 員

出 動 人 員

出動車両台数

⑶　救助出動状況

年　　別 平成３０年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

救助活動件数

⑵　事故別救助活動状況

事

故

種

別

火

　
　
　
災

交

通

事

故

水

難

事

故

風

水

害

等

自

然

災

害

事

故

機

械

に

よ

る

事

故

建

物

等

に

よ

る

事

故

ガ

ス

及

び

酸

欠

事

故

破

裂

事

故

そ

の

他

の

事

故

合

　
　
　
計

救助出動件数

　とともに救助資器材の管理・整備を図り、万全を期しています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４　救　助　統　計

⑴　救助体制

　　救助活動には、迅速、確実かつ安全に要救助者を救出するために高度な技術と知識、強健な体

　力、慎重な安全管理などが要求されるため、救助隊員は常に訓練を重ね救助技術の向上に努める
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方　面　別 地区別 方　面　別 地区別

本 町 7 (7) 宮 18 (14)

城 北 9 (7) 四 箇 郷 12 (9)

広 瀬 7 (7) 西 和 佐 8 (8)

雄 湊 3 (3) 和 佐 3 (2)

大 新 10 (9) 小 倉 9 (8)

新 南 6 (6) 岡 崎 7 (7)

吹 上 4 (3) 東 山 東 2 (1)

砂 山 7 (5) 西 山 東 4 (3)

宮 北 6 (5) 小 計 63 (52)

中 之 島 8 (5) 湊 6 (6)

芦 原 2 (2) 野 崎 14 (11)

今 福 2 (2) 松 江 11 (9)

小 計 71 (61) 木 本 7 (5)

高 松 8 (7) 貴 志 15 (12)

雑 賀 21 (19) 西 脇 15 (15)

雑 賀 崎 3 (3) 加 太 3 (3)

和 歌 浦 5 (4) 小 計 71 (61)

宮 前 7 (6) 楠 見 12 (11)

三 田 3 (3) 有 功 9 (7)

名 草 13 (9) 直 川 3 (3)

安 原 6 (4) 川 永 5 (4)

田 野 1 (1) 紀 伊 3 (3)

小 計 67 (56) 山 口 6 (5)

小 計 38 (33)

4 (4)

(267)

市　　域　　外

※（　）内は、火災以外の救助出動件数

⑷　方面別・地区別救助事故発生状況

出 動 件 数 出 動 件 数

第１方面

第３方面

第５方面

第２方面

第６方面

出動件数合計 314
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電　　　　　話

Ｆ　　Ａ　　Ｘ

（０７３）４２２－０１１９(代)

　　　　　４２３－０１９０(FAX)

　〒６４０－８１５７ 消防総務課　　４２６－０１１９

　和歌山市八番丁１２番地 予　防　課　　４２７－０１１９

警　防　課　　４２８－０１１９

指　令　課　　４２２－０１１９

  〒６４０－８１５７ ４３２－０１１９（代）

　和歌山市八番丁１２番地 ４３２－０９８１（ＦＡＸ）

　〒６４１－００２１ ４４４－０１１９（代）

　和歌山市和歌浦東１丁目１番１３号 ４４４－０５７７（ＦＡＸ）

　〒６４１－０００７ ４２４－０１１９（代）

　和歌山市小雑賀２丁目２番８号 ４２８－８７６０（ＦＡＸ）

　〒６４０－８３０３ ４７３－０１１９（代）

　和歌山市鳴神１０５９番地６ ４７３－０３６３（ＦＡＸ）

　〒６４０－８３９１ ４７４－０１１９（代）

　和歌山市加納２４６番地３ ４７４－０１４４（ＦＡＸ）

　〒６４９－６２７５ ４７７－０１１９（代）

　和歌山市吐前５６８番地 ４７７－０４３７（ＦＡＸ）

　〒６４０－８３１２ ４７５－０１１９（代）

　和歌山市森小手穂４９番地１ ４７５－０１４４（ＦＡＸ）

　〒６４０－８４１２ ４５２－０１１９（代）

　和歌山市狐島６４５番地３ ４５２－３９４６（ＦＡＸ）

　〒６４０－０１０３ ４５９－０５２３（代）

　和歌山市加太１２０３番地４ ４５９－０５２４（ＦＡＸ）

　〒６４９－６３３９ ４６１－０１１９（代）

　和歌山市弘西１１０１番地２ ４６１－６５８７（ＦＡＸ）

　〒６４０－８４８３ ４５３－０１１９（代）

　和歌山市園部５９６番地１６３ ４５３－０２８８（ＦＡＸ）

北 消 防 署 加 太 出 張 所

北 消 防 署 紀 伊 分 署

北 消 防 署 紀 伊 分 署
鳴 滝 出 張 所

中 消 防 署 南 分 署
宮 前 出 張 所

東 消 防 署

東消防署四箇郷出張所

東 消 防 署 岡 崎 分 署
（消防活動センター）

東 消 防 署 河 南 出 張 所

北 消 防 署

中 消 防 署 南 分 署

消　防　局　・　消　防　署　の　と　こ　ろ

名　　　　　称 所　　在　　地

消 防 局

中 消 防 署
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